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各 介 護 保 険 関 係 団 体   御 中 

← 厚生労働省 介護制度改革本部

今回の内容 
 
「介護給付費請求書等の記載要領について」等の

一部改正について 

計６２枚（本送信票除く）

 



事 務 連 絡 
平成 18 年 4 月 4 日 

 
 都 道 府 県 介 護 保 険 担 当 主 管 課 （室 ） 御 中  
 

厚 生 労 働 省 老 健 局 老 人 保 健 課  
 

介 護 報 酬 関 連 の解 釈 通 知 の発 出 について  
 

介 護 保 険 制 度 の円 滑 な推 進 については、種 々ご尽 力 いただき厚 く御

礼 申 し上 げます。  
さて、平 成 18 年 3 月 31 日 付 けにて別 添 の解 釈 通 知 を発 出 いたしま

したので、情 報 提 供 させていただきます。  
 
 

 

厚 生 労 働 省 老 健 局 老 人 保 健 課  
企 画 法 令 係  

電 話 03－5253―1111 
（内 線 3948・3949・3960）  





（別添） 

 

 

１ 「介護給付費請求書等の記載要領について」の一部改正 

  別紙１のとおり改正する。 

 

 

２ 「指定居宅サービス事業者等による介護給付費の割引の取扱いについて」の一

部改正 

  別紙２のとおり改正する 

 

 

３ 「栄養マネジメント加算及び経口移行加算等に関する事務処理手順例及び様式

例の提示について」の一部改正 

  別紙３のとおり改正する。 

 

 

４ 「認知症専門棟に係る施設基準について」の一部改正 

  別紙４のとおり改正する。 
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○介護給付費請求書等の記載要領について(平成13年老老発第31号)

改 正 後 改 正 前

１ 介護給付費請求書に関する事項（様式第一） １ 介護給付費請求書に関する事項（様式第一）

（１）サービス提供年月 （１）サービス提供年月

請求対象となるサービスを提供した年月を和暦で 「年 「月」そ 請求対象となるサービスを提供した年月を和暦で 「年 「月」それ、 」 、 」

れぞれ右詰で記載すること。 ぞれ右詰で記載すること。

（２）請求先 （２）請求先

保険者名、公費負担者名等を記載すること。ただし、記載を省略し 保険者名、公費負担者名等を記載すること。ただし、記載を省略し

て差し支えないこと。 て差し支えないこと。

（３）請求日 （３）請求日

審査支払機関へ請求を行う日付を記載すること。 審査支払機関へ請求を行う日付を記載すること。

（４）請求事業所 （４）請求事業所

①事業所番号 ①事業所番号

指定事業所番号又は基準該当事業所の登録番号を記載すること。 指定事業所番号または基準該当事業所の登録番号を記載すること。

②名称 ②名称

指定等を受けた際に届け出た事業所名を記載すること。 指定等を受けた際に届け出た事業所名を記載すること。

③所在地 ③所在地

指定等を受けた際に届け出た事業所の所在地とその郵便番号を記載 指定等を受けた際に届け出た事業所の所在地とその郵便番号を記載

すること。 すること。

④連絡先 ④連絡先

審査支払機関、保険者からの問い合わせ用の連絡先電話番号を記載 審査支払機関、保険者からの問い合わせ用の連絡先電話番号を記載

すること。 すること。

（５）保険請求（サービス費用に係る部分） （５）保険請求（サービス費用に係る部分）

（ 。） （ 。）保険請求の介護給付費明細書 生活保護の単独請求の場合を除く 保険請求の介護給付費明細書 生活保護の単独請求の場合を除く

について居宅サービス・施設サービス・介護予防サービス・地域密着 について居宅サービス・施設サービス及び居宅介護支援の２つの区分

型サービス等及び居宅介護支援・介護予防支援の２つの区分ごとに、 ごとに、以下に示す項目の集計を行って記載すること。合計欄には２

以下に示す項目の集計を行って記載すること。合計欄には２つの区分 つの区分の合計を記載すること。

の合計を記載すること。

①件数 ①件数

保険請求対象となる介護給付費明細書の件数（介護給付費明細書の 保険請求対象となる介護給付費明細書の件数（介護給付費明細書の

。） 。 。） 。様式ごとに被保険者等１人分の請求を１件とする を記載すること 様式ごとに被保険者等１人分の請求を１件とする を記載すること

②単位数・点数 ②単位数・点数

保険給付対象の単位数及び点数の合計を記載すること。 保険給付対象の単位数及び点数の合計を記載すること。
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③費用合計 ③費用合計

介護給付費明細書の保険請求対象単位数（点数）に単位数（点数） 介護給付費明細書の保険請求対象単位数（点数）に単位数（点数）

あたり単価を乗じた結果（小数点以下切り捨て）の合計を記載するこ あたり単価を乗じた結果（小数点以下切り捨て）の合計を記載するこ

と（金額は保険請求額、公費請求額及び利用者負担の合計額 。 と（金額は保険請求額、公費請求額及び利用者負担の合計額 。） ）

④保険請求額 ④保険請求額

介護給付費明細書の保険請求額の合計額を記載すること。 介護給付費明細書の保険請求額の合計額を記載すること。

⑤公費請求額 ⑤公費請求額

介護給付費明細書の公費請求額の合計額を記載すること。 介護給付費明細書の公費請求額の合計額を記載すること。

⑥利用者負担 ⑥利用者負担

介護給付費明細書の利用者負担額と公費分本人負担額を合計した額 介護給付費明細書の利用者負担額と公費分本人負担額を合計した額

を記載すること。 を記載すること。

（６）保険請求（特定入所者介護サービス費等に係る部分） （６）保険請求（特定入所者介護サービス費等に係る部分）

（ 。） （ 。）保険請求の介護給付費明細書 生活保護の単独請求の場合を除く 保険請求の介護給付費明細書 生活保護の単独請求の場合を除く

について以下に示す項目の集計を行って記載すること。合計欄に同じ について以下に示す項目の集計を行って記載すること。合計欄に同じ

内容を記載すること。 内容を記載すること。

①件数 ①件数

（ （ 、特定入所者介護サービス費又は特定入所者介護予防サービス費 以 特定入所者介護サービス費又は特定入所者支援サービス費 以下

下「特定入所者介護サービス費等」という ）として、食費及び居住 「特定入所者介護サービス費等」という ）として、食費及び居住費。 。

費（滞在費を含む。以下同じ ）が記載された介護給付費明細書の件 （滞在費を含む。以下同じ ）が記載された介護給付費明細書の件数。 。

数を記載すること。 を記載すること。

②費用合計 ②費用合計

介護給付費明細書の食費及び居住費の費用額を合計した額を記載す 介護給付費明細書の食費及び居住費の費用額を合計した額を記載す

ること。 ること。

③利用者負担 ③利用者負担

介護給付費明細書の食費及び居住費の利用者負担額と公費分本人負 介護給付費明細書の食費及び居住費の利用者負担額と公費分本人負

担額を合計した額を記載すること。 担額を合計した額を記載すること。

④公費請求額 ④公費請求額

介護給付費明細書の食費及び居住費の公費請求分を合計した額を記 介護給付費明細書の食費及び居住費の公費請求分を合計した額を記

載すること。 載すること。

⑤保険請求額 ⑤保険請求額

介護給付費明細書の食費及び居住費の保険請求分を合計した額を記 介護給付費明細書の食費及び居住費の保険請求分を合計した額を記

載すること。 載すること。

（７）公費請求（サービス費用に係る部分） （７）公費請求（サービス費用に係る部分）

保険請求の介護給付費明細書のうち、公費の請求に関わるものにつ 保険請求の介護給付費明細書のうち、公費の請求に関わるものにつ

いて公費の法別に、以下に示す項目の集計を行って記載すること（生 いて公費の法別に、以下に示す項目の集計を行って記載すること（生



- 3 -

活保護の単独請求の場合は、居宅サービス・施設サービス・介護予防 活保護の単独請求の場合は、居宅サービス・施設サービス及び居宅介

サービス・地域密着型サービス等及び居宅介護支援・介護予防支援の 護支援の２つの区分ごとに集計を行って記載すること 。合計欄のう。）

２つの区分ごとに集計を行って記載すること 。合計欄のうち斜線 ち斜線のない欄には全ての公費請求の介護給付費明細書に関する集計。）

のない欄には全ての公費請求の介護給付費明細書に関する集計を記載 を記載すること。

すること。

①件数 ①件数

それぞれの公費の請求対象となる介護給付費明細書の件数（介護給 それぞれの公費の請求対象となる介護給付費明細書の件数（介護給

付費明細書の様式ごとに被保険者等１人分の請求を１件とする ）を 付費明細書の様式ごとに被保険者等１人分の請求を１件とする ）を。 。

記載すること。 記載すること。

ただし、市町村合併等により被保険者等１人につき２か所の生活保

護実施機関へ請求を行う場合には、２件と記載すること。

②単位数・点数 ②単位数・点数

介護給付費明細書の単位数及び点数（公費対象以外を含む ）の合 介護給付費明細書の単位数及び点数（公費対象以外を含む ）の合。 。

計を記載すること。 計を記載すること。

③費用合計 ③費用合計

介護給付費明細書の保険請求対象単位数（点数）に単位数（点数） 介護給付費明細書の保険請求対象単位数（点数）に単位数（点数）

あたり単価を乗じた結果（小数点以下切り捨て）の合計を記載するこ あたり単価を乗じた結果（小数点以下切り捨て）の合計を記載するこ

と。 と。

特定診療費や特定治療については、単位数（点数）あたり10円を乗 特定診療費や特定治療については、単位数（点数）あたり10円を乗

じた額の合計額を記載すること。 じた額の合計額を記載すること。

④公費請求額 ④公費請求額

介護給付費明細書の当該公費請求額の合計額を記載すること。 介護給付費明細書の当該公費請求額の合計額を記載すること。

（８）公費請求（特定入所者介護サービス費等に係る部分） （８）公費請求（特定入所者介護サービス費等に係る部分）

保険請求の介護給付費明細書のうち、特定入所者介護サービス費等 保険請求の介護給付費明細書のうち、特定入所者介護サービス費等

として食費及び居住費に係る公費（生保のみ）の請求があるものにつ として食費及び居住費に係る公費（生保のみ）の請求があるものにつ

いて、以下に示す項目の集計を行って記載すること。斜線のない合計 いて、以下に示す項目の集計を行って記載すること。斜線のない合計

欄には介護給付費明細書に関する集計を記載すること。 欄には介護給付費明細書に関する集計を記載すること。

①件数 ①件数

特定入所者介護サービス費等として、食費及び居住費が記載された 特定入所者介護サービス費等として、食費及び居住費が記載された

介護給付費明細書の件数を記載すること。 介護給付費明細書の件数を記載すること。

②費用合計 ②費用合計

介護給付費明細書の食費及び居住費の費用額を合計した額を記載す 介護給付費明細書の食費及び居住費の費用額を合計した額を記載す

ること。 ること。

③公費請求額 ③公費請求額

介護給付費明細書の食費及び居住費の公費請求分を合計した額を記 介護給付費明細書の食費及び居住費の公費請求分を合計した額を記
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載すること。 載すること。

２ 介護給付費明細書記載に関する事項（様式第二から第十まで） ２ 介護給付費明細書記載に関する事項（様式第二から様式第十まで）

（１）共通事項 （１）共通事項

①基本的留意事項 ①基本的留意事項

ア 介護給付費明細書は１事業所（複数のサービス種類を提供する ア 介護給付費明細書は１事業所（複数のサービス種類を提供する

場合で同一事業所番号が割り当てられた事業所を含む ）の被保 場合で同一事業所番号が割り当てられた事業所を含む ）の被保。 。

険者１人（介護給付費明細書に複数の被保険者分を記載する居宅 険者１人（介護給付費明細書に複数の被保険者分を記載する居宅

介護支援費及び介護予防支援費の請求の場合を除く ）あたり、 介護支援費の請求の場合を除く ）あたり、１月に１件作成する。 。

１月に１件作成すること。 こと。

ただし、月途中で要介護状態と要支援状態をまたがる区分変更

認定がある被保険者に対して、１事業所から変更前後において居

宅サービス及び介護予防サービスを提供した場合、１月に２件以

上作成することとなる。

イ １枚の介護給付費明細書の明細記入欄に請求明細が記入しきれ イ １枚の介護給付費明細書の明細記入欄に請求明細が記入しきれ

ない場合は、何枚中の何枚目であるかを所定の欄に記載し、複数 ない場合は、何枚中の何枚目であるかを所定の欄に記載し、複数

の介護給付費明細書に分けて明細の記入を行うこと。この際、２ の介護給付費明細書に分けて明細の記入を行うこと。この際、２

枚目以降については、被保険者番号を除く被保険者欄、事業所番 枚目以降については、被保険者番号を除く被保険者欄、事業所番

号を除く請求事業者欄の記載を省略して差し支えないこと。 号を除く請求事業者欄の記載を省略して差し支えないこと。

また、請求額集計欄は１枚目にのみ記載するものとすること。 また、請求額集計欄は１枚目にのみ記載するものとすること。

ウ １人の被保険者について同一月分の、同一様式の介護給付費明 ウ １人の被保険者について同一月分の、同一様式の介護給付費明

細書を２件にわけて作成することはできないこと（イの場合及び 細書を２件にわけて作成することはできないこと（イの場合及び

公費併用請求で介護給付費明細書が２枚以上にわたる場合を除 公費併用請求で介護給付費明細書が２枚以上にわたる場合を除

く 。 く 。。） 。）

②サービス種類と介護給付費明細書様式の対応関係（※表は別記） ②サービス種類と介護給付費明細書様式の対応関係（※表は省略）

③介護給付費明細書様式ごとの要記載内容（※表は別記） ③介護給付費明細書様式ごとの要記載内容

※ 食事費用欄 を 特定入所者介護サービス費等 に変更し 社（ 「 」 「 」 、「

会福祉法人等による軽減欄」を追加。表は別記）

④生活保護受給者に係る介護給付費明細書 ④生活保護受給者に係る介護給付費明細書

生活保護法（昭和25年法律第144号）の指定を受けた介護機関が、 生活保護法（昭和25年法律第144号）の指定を受けた介護機関が、

介護保険の被保険者でない生活保護受給者の介護扶助に係る介護サー 介護保険の被保険者でない生活保護受給者の介護扶助に係る介護サー

ビスを提供した場合、その費用に関する請求は介護給付費明細書によ ビスを提供した場合、その費用に関する請求は介護給付費明細書によ

。 、 、 。 、 、って行うこと この場合 受給者は被保険者証を保有していないため って行うこと この場合 受給者は被保険者証を保有していないため

福祉事務所の発行する生活保護法介護券の記載事項をもとに介護給付 福祉事務所の発行する生活保護法介護券の記載事項をもとに介護給付

費明細書の記載を行うこと。なお、記載要領については、被保険者で 費明細書の記載を行うこと。なお、記載要領については、被保険者で

ない生活保護受給者に関する場合についても同様とし 「被保険者」 ない生活保護受給者に関する場合についても同様とし 「被保険者」、 、
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と記載している場合は、被保険者でない介護扶助の対象者も含むもの と記載している場合は、被保険者でない介護扶助の対象者も含むもの

とすること。 とすること。

⑤公費負担医療等受給者に係る介護給付費明細書 ⑤公費負担医療等受給者に係る介護給付費明細書

公費負担医療等受給者である被保険者において、公費本人負担額を 公費負担医療等受給者である被保険者において、公費本人負担額を

含め公費への請求額が発生しない場合には、該当の公費負担医療に係 含め公費への請求額が発生しない場合には、該当の公費負担医療に係

（ ） 。 （ ） 。る情報 公費負担者番号・公費受給者番号等 の記載は行わないこと る情報 公費負担者番号・公費受給者番号等 の記載は行わないこと

（２）項目別の記載要領 （２）項目別の記載要領

①サービス提供年月 ①サービス提供年月

請求対象となるサービスを提供した年月を和暦で 「年 「月」そ 請求対象となるサービスを提供した年月を和暦で 「年 「月」それ、 」 、 」

れぞれを右詰で記載すること。 ぞれを右詰で記載すること。

②公費負担者番号・公費受給者番号 ②公費負担者番号・公費受給者番号

ア 公費負担者番号 ア 公費負担者番号

、 、 、 、公費単独請求 公費と公費又は公費と保険の併用請求の場合に 公費単独請求 公費と公費又は公費と保険の併用請求の場合に

公費負担者番号を記載すること。 公費負担者番号を記載すること。

イ 公費受給者番号 イ 公費受給者番号

、 、 、 、公費単独請求 公費と公費又は公費と保険の併用請求の場合に 公費単独請求 公費と公費又は公費と保険の併用請求の場合に

公費受給者番号を記載すること。 公費受給者番号を記載すること。

③保険者番号 ③保険者番号

被保険者証若しくは資格者証又は生活保護受給者で介護保険の被保 被保険者証若しくは資格者証又は生活保護受給者で介護保険の被保

険者でない場合は福祉事務所から発行される生活保護法介護券（以下 険者でない場合は福祉事務所から発行される生活保護法介護券（以下

「被保険者証等」という ）の保険者番号欄に記載された保険者番号 「被保険者証等」という ）の保険者番号欄に記載された保険者番号。 。

を記載すること。 を記載すること。

④被保険者欄 ④被保険者欄

様式第七及び第七の二においては１枚に複数の被保険者欄が存在す 様式第七においては１枚に複数の被保険者欄が存在するが、記載方

るが、記載方法は他の様式の場合と同様であること。 法は他の様式の場合と同様であること。

ア 被保険者番号 ア 被保険者番号

被保険者証等の被保険者番号欄に記載された番号を記載するこ 被保険者証等の被保険者番号欄に記載された番号を記載するこ

と。 と。

イ 公費受給者番号（様式第七及び第七の二の場合のみ記載） イ 公費受給者番号（様式第七の場合のみ記載）

、 、 、 、生活保護受給者で 介護保険の被保険者でない場合については 生活保護受給者で 介護保険の被保険者でない場合については

福祉事務所から発行される生活保護法介護券に記載された公費受 福祉事務所から発行される生活保護法介護券に記載された公費受

給者番号を記載すること。 給者番号を記載すること。

ウ 氏名 ウ 氏名

被保険者証等に記載された氏名及びふりがなを記載すること。 被保険者証等に記載された氏名及びふりがなを記載すること。

エ 生年月日 エ 生年月日
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被保険者証等に記載された生年月日を記載すること。 被保険者証等に記載された生年月日を記載すること。

元号欄は該当する元号の番号を○で囲むこと。 元号欄は該当する元号の番号を○で囲むこと。

オ 性別 オ 性別

該当する性別の番号を○で囲むこと。 該当する性別の番号を○で囲むこと。

カ 要介護状態区分 カ 要介護状態区分

請求対象となる期間における被保険者の要介護状態区分を被保 請求対象となる期間における被保険者の要介護状態区分を被保

険者証等をもとに記載すること。月の途中で要介護状態区分の変 険者証等をもとに記載すること。月の途中で要介護状態区分の変

更認定等（要介護状態と要支援状態をまたがる変更の場合を含 更認定等があって、要介護状態区分が変わった場合は、月の末日

む ）があって、要介護状態区分が変わった場合は、月の末日に における要介護状態区分（月の末日において要介護認定等の非該。

おける要介護状態区分（月の末日において要介護認定等の非該当 当者である場合は、最後に受けていた要介護認定等の要介護状態

者である場合は、最後に受けていた要介護認定等の要介護状態区 区分）を記載すること。この場合において、当該要介護状態区分

分）を記載すること。介護保険法等の一部を改正する法律（平成 と、当該月の支給限度基準額設定のもととなった要介護状態区分

17年法律第77号）附則第11条に規定する経過措置に基づき要支援 は一致しない場合があることに留意すること。

１又は要支援２の者であって施設に入所している場合、月途中で

要介護状態と要支援状態をまたがる変更を行う場合等、記載すべ

き要介護状態区分又は要支援状態区分が様式に存在しない場合

は、補記を行うこと（ただし、補記する名称は「要支援１」等正

確に記載し 「要１」等の省略は不可とする 。この場合におい、 。）

て、当該要介護状態区分と、当該月の支給限度基準額設定のもと

となった要介護状態区分は一致しない場合があることに留意する

こと。

キ 旧措置入所者特例（様式第八の場合のみ記載） キ 旧措置入所者特例（様式第八の場合のみ記載）

旧措置入所者の報酬区分の適用有無を確認し、該当する番号を 旧措置入所者の報酬区分の適用有無を確認し、該当する番号を

○で囲むこと。 ○で囲むこと。

ク 認定有効期間 ク 認定有効期間

サービス提供月の末日において被保険者が受けている要介護認 サービス提供月の末日において被保険者が受けている要介護認

定及び要支援認定（以下「要介護認定等」という ）の有効期間 定及び要支援認定（以下「要介護認定等」という ）の有効期間。 。

を記載すること。 を記載すること。

ケ 居宅サービス計画又は介護予防サービス計画の作成依頼届出年 ケ 居宅サービス計画作成依頼届出年月日（様式第七の場合のみ記

月日（様式第七及び第七の二の場合のみ記載） 載）

被保険者証に記載された居宅介護支援事業者又は介護予防支援 被保険者証に記載された居宅介護支援事業者に係る居宅サービ

事業者（地域包括支援センター）に係る居宅サービス計画又は介 ス計画作成依頼届出年月日を記載すること。ただし、被保険者で

護予防サービス計画の作成依頼届出年月日を記載すること。ただ ない生活保護受給者の場合は記載は不要であること。

し、被保険者でない生活保護受給者の場合は記載は不要であるこ

と。
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コ 担当介護支援専門員番号（様式第七又は第七の二の場合のみ記

載）

給付管理を行った介護支援専門員の指定介護支援専門員番号を

記載すること。ただし、介護予防支援事業所（地域包括支援セン

ター）での介護予防支援において、介護支援専門員番号を記載で

きない場合には記載は不要であること。

⑤請求事業者（様式第七及び第七の二においてはそれぞれ居宅介護支 ⑤請求事業者（様式第七においては居宅介護支援事業者）

援事業者及び介護予防支援事業者） 事前印刷又はゴム印等による記載であっても差し支えないこと。

事前印刷又はゴム印等による記載であっても差し支えないこと。

ア 事業所番号 ア 事業所番号

指定事業所番号又は基準該当事業所の登録番号を記載するこ 指定事業所番号または基準該当事業所の登録番号を記載するこ

と。 と。

イ 事業所名称 イ 事業所名称

指定等を受けた際に届け出た事業所名を記載すること。 指定等を受けた際に届け出た事業所名を記載すること。

同一事業所番号で複数のサービス種類を提供しており、それぞ 同一事業所番号で複数のサービス種類を提供しており、それぞ

れの名称が異なることで事業所名を特定できない場合は、指定申 れの名称が異なることで事業所名を特定できない場合は、指定申

請等を行った際の「申請（開設）者」欄に記載した名称を記載す 請等を行った際の「申請（開設）者」欄に記載した名称を記載す

ること。 ること。

ウ 所在地 ウ 所在地

指定等を受けた際に届け出た事業所の所在地とその郵便番号を 指定等を受けた際に届け出た事業所の所在地とその郵便番号を

記載すること。 記載すること。

エ 連絡先 エ 連絡先

審査支払機関、保険者からの問い合わせ用連絡先電話番号を記 審査支払機関、保険者からの問い合わせ用連絡先電話番号を記

載すること。 載すること。

オ 単位数単価（様式第七及び第七の二の場合のみ記載） オ 単位数単価（様式第七の場合のみ記載）

事業所所在地における単位数あたりの単価を小数点以下２位ま 事業所所在地における単位数あたりの単価を小数点以下２位ま

で記載すること。 で記載すること。

月の途中で、単位数単価の異なる地域区分をまたがる移転等を 月の途中で、単位数単価の異なる地域区分をまたがる移転等を

行った場合は、月内で最も高い単位数単価を記載すること。 行った場合は、月内で最も高い単位数単価を記載すること。

⑥居宅サービス計画及び介護予防サービス計画（様式第二から様式第 ⑥居宅サービス計画（様式第二から様式第五までについて記載）

五の二まで、様式第六の五及び第六の六について記載） 区分支給限度管理の対象のサービスの請求を行う場合に記載するこ

区分支給限度管理の対象のサービスの請求を行う場合に記載するこ と（居宅療養管理指導費のみの請求の場合は記載しないこと 。）

と（居宅療養管理指導費又は介護予防居宅療養管理指導費のみの請求

の場合は記載しないこと 。）

ア 作成区分 ア 作成区分
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居宅サービス計画及び介護予防サービス計画の作成方法につい 居宅サービス計画の作成方法について該当するものを選んで○

て該当するものを選んで○で囲むこと。 で囲むこと。

月を通じて利用者が小規模多機能型居宅介護を利用した場合に

は、居宅介護支援事業者作成を○で囲むこと。また、月を通じて

利用者が介護予防小規模多機能型居宅介護を利用した場合には、

介護予防支援事業者作成を○で囲むこと。

月の一部の期間において利用者が小規模多機能型居宅介護を利

用し、かつ当該期間を除いて居宅介護支援を受けた場合には、居

宅介護支援事業者作成を○で囲むこと。

月の一部の期間において利用者が介護予防小規模多機能型居宅

介護を利用し、かつ当該期間を除いて介護予防支援を受けた場合

には、介護予防支援事業者作成を○で囲むこと。

月の途中で要介護状態と要支援状態をまたがる変更認定等があ

った場合には、月末時点の該当する作成方法を○で囲むこと。

記載すべき作成方法が様式にない場合は、補記を行うこと（た

だし、補記する名称は「居宅介護支援事業者作成」等正確に記載

し 「居宅作成」等の省略は不可とする 。、 。）

イ 事業所番号 イ 事業所番号

居宅介護支援事業者作成又は介護予防支援事業者作成の場合 居宅介護支援事業者作成の場合に、サービス提供票に記載され

に、サービス提供票に記載されている居宅サービス計画又は介護 ている居宅サービス計画を作成した居宅介護支援事業者の事業所

予防サービス計画を作成した居宅介護支援事業者又は介護予防支 番号を記載すること。

（ ） 。援事業者 地域包括支援センター の事業所番号を記載すること

月を通じて利用者が小規模多機能型居宅介護及び介護予防小規

模多機能型居宅介護を利用した場合には、当該小規模多機能型居

宅介護事業者又は介護予防小規模多機能型居宅介護事業者が自事

業所番号を記載すること。

月の一部の期間において利用者が小規模多機能型居宅介護を利

用し、かつ当該期間を除いて居宅介護支援を受けた場合には、当

該居宅介護支援事業所番号を記載すること。

月の一部の期間において利用者が介護予防小規模多機能型居宅

介護を利用し、かつ当該期間を除いて介護予防支援を受けた場合

には、当該介護予防事業所番号を記載すること。

月の途中で要介護状態と要支援状態をまたがる区分変更認定等

があった場合には、月末時点で要介護状態である場合は、居宅介

護支援事業者、月末時点で要支援状態である場合は、介護予防支
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（ ） 。援事業者 地域包括支援センター の事業所番号を記載すること

ウ 事業所名称 ウ 事業所名称

居宅介護支援事業者作成又は介護予防支援事業者作成の場合 居宅介護支援事業者作成の場合に、サービス提供票に記載され

に、サービス提供票に記載されている居宅サービス計画又は介護 ている居宅サービス計画を作成した居宅介護支援事業者の名称を

予防サービス計画を作成した居宅介護支援事業者又は介護予防支 記載すること。居宅介護支援事業者作成の場合は被保険者が市町

援事業者（地域包括支援センター）の名称を記載すること。居宅 村に届け出て、被保険者証の「居宅介護支援事業者及び事業所の

介護支援事業者作成又は介護予防支援事業者作成の場合は被保険 名称」欄に記載された事業所（被保険者でない生活保護受給者の

者が市町村に届け出て、被保険者証の「居宅介護支援事業者又は 場合は、生活保護法介護券の「指定居宅介護支援事業者名」欄に

介護予防支援事業者及び事業所の名称 欄に記載された事業所 被 記載された事業所）であることが必要であること。」 （

保険者でない生活保護受給者の場合は、生活保護法介護券の「指

定居宅介護支援事業者名・指定介護予防支援事業者名」欄に記載

された事業所）であることが必要であること。

⑦開始日・中止日等（様式第二又は第二の二について記載） ⑦開始日・中止日等（様式第二について記載）

ア 開始年月日 ア 開始年月日

被保険者に対し、サービスの提供を開始した月に、最初にサー 被保険者に対し、サービスの提供を開始した月に、最初にサー

ビスを提供した日付（ただし、以下のいずれかのサービスを提供 ビスを提供した日付を記載すること。前月以前から継続している

している場合で、月途中において以下に記載する事由に該当する 場合は記載しないこと。

場合については、利用者との契約日）を記載すること。前月以前

から継続している場合は記載しないこと。なお、小規模多機能型

居宅介護又は介護予防小規模多機能型居宅介護においては、前月

以前から継続している場合においても、前月以前のサービス提供

開始日を記載すること。

＜該当サービス種類＞

・介護予防訪問介護

・介護予防通所介護

・介護予防通所リハビリテーション

・夜間対応型訪問介護

＜利用者との契約日を記載する事由＞

・要介護状態と要支援状態をまたがる区分変更認定が行われた

場合（※１）

・サービス事業者の指定効力停止期間の終了

・サービス事業者の変更があった場合（同一保険者内に限る）

（※１）の事由については、夜間対応型訪問介護以外の場合

に適用される。

イ 中止年月日 イ 中止年月日
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月の途中にサービスの提供を中止した場合に、最後にサービス 月の途中にサービスの提供を中止した場合に、最後にサービス

を提供した日付（ただし、以下のいずれかのサービスを提供して を提供した日付を記載すること。翌月以降サービスを継続してい

いる場合で、月途中において以下に記載する事由に該当する場合 る場合は記載しないこと。

については、利用者との契約解除日等）を記載すること。翌月以 月の途中で、転出等により保険者をまたがる異動が発生し、か

降サービスを継続している場合は記載しないこと。 つサービスの提供が継続されている場合には、当該転出日を記載

月の途中で、転出等により保険者をまたがる異動が発生し、か すること。

つサービスの提供が継続されている場合には、当該転出日を記載

すること。

＜該当サービス種類＞

・介護予防訪問介護

・介護予防通所介護

・介護予防通所リハビリテーション

・夜間対応型訪問介護

・小規模多機能型居宅介護

・介護予防小規模多機能型居宅介護

＜利用者との契約解除日等を記載する事由＞

・月の途中において要介護状態と要支援状態をまたがる区分変

更認定（※１）又は受給資格喪失（※２）が行われた場合

・サービス事業者の事業廃止（※２ 、更新制の導入に伴う指）

定有効期間の満了及び指定効力停止期間の開始があった場合

・サービス事業者の変更があった場合（小規模多機能型居宅介

護及び介護予防小規模多機能型居宅介護以外の場合は同一保

険者内に限る）

・利用者との契約解除（※２）

（※１）の事由については、夜間対応型訪問介護以外の場合に

適用される。

（※２）の事由については、小規模多機能型居宅介護又は介護

予防小規模多機能型居宅介護のみに適用される。

上記事由のうち、受給資格喪失の場合は喪失日、事業廃止の

場合は廃止日、指定有効期間満了の場合は満了日、指定効力停

止期間の開始の場合は開始日を記載すること。

ウ 中止理由 ウ 中止理由

月の途中にサービスの提供を中止した場合の理由について、該 月の途中にサービスの提供を中止した場合の理由について、該

当する番号を○で囲むこと。 当する番号を○で囲むこと。

月の途中に要介護状態と要支援状態をまたがる変更認定等があ
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りサービスを終了した場合は 「 ．その他」を○で囲むこと。、 5
⑧入退所日等（短期入所分（認知症対応型共同生活介護（短期利用） ⑧入退所日等（短期入所分。様式第三、第四及び第五について記載）

及び介護予防認知症対応型共同生活介護（短期利用）を含む 。。）

様式第三から第五の二まで、第六の五及び第六の六について記載）

ア 入所（居）年月日 ア 入所年月日

前月から継続して入所（居）している場合はその入所（居）し 前月から継続して入所している場合はその入所した日付を記

た日付を記載、それ以外の場合は当該月の最初の入所（居）した 載、それ以外の場合は当該月の最初の入所した日付を記載するこ

日付を記載すること。 と。

イ 退所（居）年月日 イ 退所年月日

当該月における最初の退所（居）した日付（月の途中に要介護 当該月における最初の退所した日付を記載すること。ただし、

状態と要支援状態をまたがる変更認定等がありサービスを終了し 当該月に退所がなく月末日において入所継続中の場合は記載しな

た場合を含む ）を記載すること。ただし、当該月に退所（居） いこと （連続入所が30日を超える場合は、30日目を退所日とみ。 。

がなく月末日において入所 居 継続中の場合は記載しないこと なして記載すること ）（ ） 。 。

（連続入所（居）が30日を超える場合は、30日目を退所（居）日 月の途中で、転出等により保険者をまたがる異動が発生し、か

とみなして記載すること ） つ継続して入所している場合には、当該転出日を記載すること。。

月の途中で、転出等により保険者をまたがる異動が発生し、か

つ継続して入所（居）している場合には、当該転出日を記載する

こと。

ウ 短期入所実日数（短期利用実日数） ウ 短期入所実日数

給付費明細欄で記載対象とした実日数（ただし報酬告示上算定 給付費明細欄で記載対象とした実日数（ただし報酬告示上算定

可能な日数とする。連続30日を超え報酬算定できない日数は含ま 可能な日数とする。連続30日を超え報酬算定できない日数は含ま

ず、区分支給限度基準額を超える部分に相当する日数は含む）を ず、区分支給限度基準額を超える部分に相当する日数は含む）を

記載すること。 記載すること。

⑨入退所日等（施設等入所分。様式第六から第六の四、第八、第九及 ⑨入退所日等（施設等入所分。様式第六、第八、第九及び第十につい

び第十について記載） て記載）

ア 入所（院 （居）年月日 ア 入所（院）年月日）

当該施設に入所（院 （居）した日付を記載すること （医療 当該施設に入所（院）した日付を記載すること （医療保険適） 。 。

保険適用病床から介護保険適用病床に転床した場合は、当該転床 用病床から介護保険適用病床に転床した場合は、当該転床した日

した日付を記載すること ） 付を記載すること ）。 。

同一月内に同一の施設の入退所 院 居 を繰り返した場合 同一月内に同一の施設の入退所を繰り返した場合、月初日に入（ ）（ ） 、

月初日に入所（院 （居）中であれば、当該入所（院 （居）の 所（院）中であれば、当該入所（院）の年月日を記載する。月初） ）

年月日を記載する。月初日に入所（院 （居）中でなければ、当 日に入所（院）中でなければ、当該月の最初に入所（院）した年）

該月の最初に入所（院 （居）した年月日を記載する。 月日を記載する。）

イ 退所（院 （居）年月日 イ 退所（院）年月日）

月の途中に退所（院 （居）した場合（月の途中に要介護状態 月の途中に退所（院）した場合に、退所（院）した日付を記載）
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と要支援状態をまたがる変更認定等がありサービスを終了した場 すること （介護保険適用病床から医療保険適用病床に転床した。

合を含む ）に、退所（院 （居）した日付を記載すること （介 場合は、当該転床した日付を記載すること ）。 ） 。 。

護保険適用病床から医療保険適用病床に転床した場合は、当該転

床した日付を記載すること ）。

同一月内に同一の施設の入退所 院 居 を繰り返した場合 同一月内に同一の施設の入退所を繰り返した場合、月末日に入（ ）（ ） 、

月末日に入所（院 （居）中であれば記載を省略する。月末日に 所（院）中であれば記載を省略する。月末日に入所（院）中でな）

入所（院 （居）中でなければ、当該月の最後に退所（院 （居） ければ、当該月の最後に退所（院）した年月日を記載すること。） ）

した年月日を記載すること。

退所（院）日の翌月に退所（院）前後訪問指導加算又は看取り 退所（院）日の翌月に退所（院）前後訪問指導加算を算定する

介護加算を算定する場合は、退所（院）年月日を記載すること。 場合は、退所（院）年月日を記載すること。

月の途中で、転出等により保険者をまたがる異動が発生し、か 月の途中で、転出等により保険者をまたがる異動が発生し、か

つ継続して入所（居）している場合には、当該転出日を記載する つ継続して入所している場合には、当該転出日を記載すること。

こと。

ウ 入所（院 （居）実日数 ウ 入所（院）実日数）

被保険者等が実際に入所（居）していた日数を記載すること。 被保険者等が実際に入所していた日数を記載すること。日数に

日数には入所（院 （居）日及び退所（院 （居）日を含むもの は入所（院）日及び退所（院）日を含むものとし、外泊日数（介） ）

） 。 、とし、外泊日数（介護老人福祉施設及び地域密着型介護老人福祉 護老人福祉施設の場合は入院日数を含む は含めないこと なお

施設の場合は入院日数を含む）は含めないこと。なお、介護療養 介護療養型医療施設の場合の他科受診の日数を含むものとする。

型医療施設の場合の他科受診の日数を含むものとする。

エ 外泊日数（介護老人福祉施設及び地域密着型介護老人福祉施設 エ 外泊日数（介護老人福祉施設の場合は入院日数を含む）

の場合は入院日数を含む） 入所（院）期間中に、被保険者等が外泊（介護老人福祉施設の

入所（院 （居）期間中に、被保険者等が外泊もしくは介護老 場合は入院を含む）した場合、外泊（介護老人福祉施設の場合は）

人保健施設入所中に試行的退所（介護老人福祉施設及び地域密着 入院を含む を開始した日及び施設に戻った日を含まない日数 例） （

型介護老人福祉施設の場合は入院を含む）した場合、外泊若しく えば２泊３日の場合は１日）を記載すること。

は介護老人保健施設入所中に試行的退所（介護老人福祉施設及び

地域密着型介護老人福祉施設の場合は入院を含む）を開始した日

及び施設に戻った日を含まない日数（例えば２泊３日の場合は１

日）を記載すること。

オ 主傷病（様式第九及び第十について記載） オ 主傷病（様式第九及び第十について記載）

介護老人保健施設又は介護療養型医療施設に入所を要すること 介護老人保健施設又は介護療養型医療施設に入所を要すること

となった、看護、医学的管理を要する主原因となる傷病名を記載 となった、看護、医学的管理を要する主原因となる傷病名を記載

すること。 すること。

カ 退所（院 （居）後の状況 カ 退所（院）後の状況）

月の途中に退所（院 （居）した場合に、退所（院 （居）後 月の途中に退所（院）した場合に、退所後の状況として該当す） ）

の状況として該当する番号を○で囲むこと。 る番号を○で囲むこと。
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月の途中で、転出等により保険者をまたがる異動が発生し、か 月の途中で、転出等により保険者をまたがる異動が発生し、か

つ継続して入所（院 （居）している場合に、退所（院 （居） つ継続して入所している場合に、退所（院）年月日に転出日を記） ）

年月日に転出日を記載する場合には、退所（院 （居）後の状況 載する場合には、退所後の状況として「 ．その他」を○で囲む） 5
として「 ．その他」を○で囲むこと。 こと。5

⑩給付費明細欄（様式第七及び第七の二においては請求計算の欄に記 ⑩給付費明細欄（様式第七においては請求計算の欄に記載）

載） 当該事業所において頻繁に使用するサービス内容、サービスコ

当該事業所において頻繁に使用するサービス内容、サービスコ ード及び単位数を事前に印刷し、回数、サービス単位数等を後か

ード及び単位数を事前に印刷し、回数、サービス単位数等を後か ら記入する方法をとっても差し支えないこと。

ら記入する方法をとっても差し支えないこと。 なお、あらかじめ都道府県に届け出て、介護給付費単位数サー

なお、あらかじめ都道府県に届け出て、介護給付費単位数サー ビスコード表に記載される単位数より低い単位数を請求する場合

ビスコード表に記載される単位数より低い単位数を請求する場合 は、同一のサービスコードに対し、１回又は１日あたりの介護給

は、同一のサービスコードに対し、１回、１日又は１月あたりの 付費の単位数が異なるごとに行を分けて記載すること。

介護給付費の単位数が異なるごとに行を分けて記載すること。

また、以下のサービスにおいて、月途中において以下に記載す

る事由に該当する場合については、算定単位が「１月につき」の

サービスコードを記載せず、算定単位が「１日につき」のサービ

スコードを記載し、請求すること。

＜該当サービス種類＞

・介護予防特定施設入居者生活介護における外部サービス利用

型の介護予防訪問介護、介護予防通所介護、介護予防通所リ

ハビリテーション（ただし、加算を除く）

・介護予防訪問介護

・介護予防通所介護（ただし、加算を除く）

・介護予防通所リハビリテーション（ただし、加算を除く）

・夜間対応型訪問介護

・小規模多機能型居宅介護

・介護予防小規模多機能居宅介護

＜日割り計算を行う事由＞

・要介護認定と要支援認定をまたがる区分変更認定（※１ 、）

経過的要介護から要介護５の間若しくは要支援１と要支援２

の間での区分変更認定（※１ 、資格取得・喪失（※２ 、） ）

転入・転出（※２）及び認定有効期間の開始・終了（※２）

・サービス事業者の事業開始・事業廃止、更新制の導入に伴う

指定有効期間・効力停止期間の開始・終了）

・月の一部の期間が公費適用期間であった場合
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（ 。）・サービス事業者の変更があった場合 同一保険者内に限る

・サービス提供開始（ただし、前月以前から引き続きサービス

を提供している場合を除く ・利用者との契約解除（※２）。）

（※１）の事由については、夜間対応型訪問介護以外の場合

に適用される。

（※２）の事由については、小規模多機能型居宅介護又は介護

予防小規模多機能型居宅介護のみに適用される。

ア サービス内容（様式第七及び第七の二を除く） ア サービス内容（様式第七を除く）

請求対象サービスの内容を識別するための名称として介護給付 請求対象サービスの内容を識別するための名称として介護給付

費単位数サービスコード表のサービスコード内容略称を記載する 費単位数サービスコード表のサービスコード内容略称を記載する

。 （ 、 。 （ 、こと 欄内に書ききれない場合はサービス種類の名称 訪問介護 こと 欄内に書ききれない場合はサービス種類の名称 訪問介護

訪問看護等）を記載するだけでも差し支えないこと。 訪問看護等）を記載するだけでも差し支えないこと。

イ サービスコード イ サービスコード

請求対象サービスに対応するサービスコード（６桁）を介護給 請求対象サービスに対応するサービスコード（６桁）を介護給

付費単位数サービスコード表で確認して記載すること。 付費単位数サービスコード表で確認して記載すること。

ウ 単位数 ウ 単位数

請求対象サービスに対応する１回、１日又は１月あたりの介護 請求対象サービスに対応する１回又は１日あたりの介護給付費

給付費の単位数を介護給付費単位数サービスコード表で確認して の単位数を介護給付費単位数サービスコード表で確認して記載す

記載すること。ただし、介護給付費の割引、率による加減算等、 ること。ただし、介護給付費の割引、率による加減算等、介護給

介護給付費の単位数を計算で求める場合は、介護給付費単位数表 付費の単位数を計算で求める場合は、介護給付費単位数表の計算

の計算方法及び端数処理（単位数の算定に関する端数処理は、基 方法及び端数処理（単位数の算定に関する端数処理は、基本とな

本となる単位数に加減算の計算（何らかの割合を乗ずる計算に限 る単位数に加減算の計算（何らかの割合を乗ずる計算に限る ）。

る を行うごとに小数点以下の四捨五入を行っていくこととし を行うごとに小数点以下の四捨五入を行っていくこととし、絶え。） 、

絶えず整数値に割合を乗じていく計算とする ）にしたがって算 ず整数値に割合を乗じていく計算とする ）にしたがって算出し。 。

出した単位数を記載すること。また、特別地域加算の場合は、特 た単位数を記載すること。また、特別地域加算の場合は、特別地

別地域加算の対象となるサービスコードの所定単位数の合計に所 域加算の対象となるサービスコードの所定単位数の合計に所定の

定の率を乗じ小数点以下の四捨五入を行って算出した単位数を記 率を乗じ小数点以下の四捨五入を行って算出した単位数を記載す

載すること。 ること。

以下に該当する場合は記載を省略すること。 福祉用具貸与の場合は記載を省略すること。

・福祉用具貸与

・介護予防福祉用具貸与

・特定施設入居者生活介護における外部サービス利用型の福祉

用具貸与

・介護予防特定施設入居者生活介護における外部サービス利用

型の介護予防訪問介護、介護予防通所介護、介護予防通所リ
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ハビリテーション、介護予防福祉用具貸与（ただし、日割り

計算用のサービスコードを記載する場合を除く ）。

・介護予防訪問介護（ただし、日割り計算用のサービスコード

を記載する場合を除く ）。

・介護予防通所介護（ただし、日割り計算用のサービスコード

を記載する場合を除く ）。

・介護予防通所リハビリテーション（ただし、日割り計算用の

サービスコードを記載する場合を除く ）。

・夜間対応型訪問介護（ただし、日割り計算用のサービスコー

ド及び算定単位が「１回につき」のサービスコードを記載す

る場合を除く ）。

・小規模多機能型居宅介護（ただし、初期加算及び日割り計算

用のサービスコードを記載する場合を除く ）。

・介護予防小規模多機能型居宅介護（ただし、初期加算及び日

割り計算用のサービスコードを記載する場合を除く ）。

減算のサービスコードの場合は、単位数の前に「－」の記載を 減算のサービスコードの場合は、単位数の前に「－」の記載を

すること。 すること。

（記載例：療養型施設医師配置減算「－12 ） （記載例：療養型施設医師配置減算「－12 ）」 」

（ 「 」 、 ）エ 回数日数（様式第二及び第二の二においては「回数」の欄、様 エ 回数日数 様式第二においては 回数 の欄 様式第七を除く

式第七及び第七の二を除く）

サービスの提供回数（期間ごとに給付費を算定するサービスに サービスの提供回数（期間ごとに給付費を算定するサービスに

ついては算定回数）又は提供日数を記載すること。 ついては算定回数）又は提供日数を記載すること。

福祉用具貸与若しくは介護予防福祉用具貸与又は特定施設入居 福祉用具貸与の場合は、福祉用具貸与を現に行った日数を記載

者生活介護における外部サービス利用型の福祉用具貸与若しくは すること。

介護予防特定施設入居者生活介護における外部サービス利用型の

介護予防福祉用具貸与の場合は、福祉用具貸与若しくは介護予防

福祉用具貸与を現に行った日数を記載すること。

以下のサービスにおいて、算定単位が「１月につき」のサービ

スコードを記載する場合は「１」を、算定単位が「１日につき」

のサービスコードを記載する場合はサービス提供を開始した日か

ら月末までの日数（ただし、月末前に契約を解除した場合は解除

日までの日数を、また事業所の指定有効期間が停止した場合は有

効期間の停止日までの日数）を 「１回につき」のサービスコー、

ドを記載する場合はサービスを提供した回数を記載すること。

・介護予防特定施設入居者生活介護における外部サービス利用
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型の介護予防訪問介護、介護予防通所介護、介護予防通所リ

ハビリテーション

・介護予防訪問介護

・介護予防通所介護

・介護予防通所リハビリテーション

・夜間対応型訪問介護

・小規模多機能型居宅介護

・介護予防小規模多機能型居宅介護

オ サービス単位数（様式第七及び第七の二を除く） オ サービス単位数（様式第七を除く）

「ウ 単位数」に「エ 回数日数」を乗じて算出した単位数を 「ウ 単位数」に「エ 回数日数」を乗じて算出した単位数を

記載すること。 記載すること。

福祉用具貸与若しくは介護予防福祉用具貸与又は特定施設入居 福祉用具貸与については、費用の額（消費税を含む ）を事業。

者生活介護における外部サービス利用型の福祉用具貸与若しくは 所の所在地域の単位数あたり単価で除した結果（小数点以下四捨

介護予防特定施設入居者生活介護における外部サービス利用型の 五入）を記載すること。

介護予防福祉用具貸与については、費用の額（消費税を含む ）。

を事業所の所在地域の単位数あたり単価で除した結果（小数点以

下四捨五入）を記載すること。

以下のサービスにおいて 「ウ 単位数」の記載を省略した場、

合は 「イ サービスコード」に記載したサービスコードに対応、

する単位数を、介護給付費単位数サービスコード表で確認して記

載すること。

・介護予防特定施設入居者生活介護における外部サービス利用

型の介護予防訪問介護、介護予防通所介護、介護予防通所リ

ハビリテーション

・介護予防訪問介護

・介護予防通所介護

・介護予防通所リハビリテーション

・夜間対応型訪問介護

・小規模多機能型居宅介護

・介護予防小規模多機能型居宅介護

カ 公費分回数等 様式第二及び第二の二においては 公費分回数 カ 公費分回数等（様式第二においては「公費分回数」の欄、様式（ 「 」

の欄、様式第七及び第七の二を除く） 第七を除く）

「エ 回数日数」のうち、公費負担の対象となる回数又は日数 「エ 回数日数」のうち、公費負担の対象となる回数又は日数

（ 、 （ 、を記載すること 月の途中で公費受給資格に変更があった場合は を記載すること 月の途中で公費受給資格に変更があった場合は

対象となった期間に対応する回数または日数を記載すること 。 対象となった期間に対応する回数または日数を記載すること 。） ）
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福祉用具貸与若しくは介護予防福祉用具貸与又は特定施設入居 福祉用具貸与の場合は、月の一部の期間が生活保護適用期間で

者生活介護における外部サービス利用型の福祉用具貸与若しくは あった場合については、福祉用具貸与を現に行った期間中の生活

介護予防特定施設入居者生活介護における外部サービス利用型の 保護対象期間の日数を記載すること。

介護予防福祉用具貸与の場合は、月の一部の期間が生活保護適用

期間であった場合については、福祉用具貸与若しくは介護予防福

祉用具貸与を現に行った期間中の生活保護対象期間の日数を記載

すること。

以下のサービスにおいて、月の一部の期間が公費適用期間であ

った場合については、公費適用の有効期間中の公費適用期間の日

数を記載すること。

・介護予防特定施設入居者生活介護における外部サービス利用

型の介護予防訪問介護、介護予防通所介護、介護予防通所リ

ハビリテーション

・介護予防訪問介護

・介護予防通所介護

・介護予防通所リハビリテーション

・夜間対応型訪問介護

・小規模多機能型居宅介護

・介護予防小規模多機能型居宅介護

キ 公費対象単位数（様式第七及び第七の二を除く） キ 公費対象単位数（様式第七を除く）

「ウ 単位数」に「カ 公費分回数等」を乗じて算出した単位 「ウ 単位数」に「カ 公費分回数等」を乗じて算出した単位

数を記載すること。 数を記載すること。

福祉用具貸与もしくは介護予防福祉用具貸与又は特定施設入居 福祉用具貸与の場合は、月を通じて生活保護適用期間である場

者生活介護における外部サービス利用型の福祉用具貸与もしくは 合は「オ サービス単位数」をそのまま転記し、月の一部の期間

介護予防特定施設入居者生活介護における外部サービス利用型の が生活保護適用期間であった場合については 「オ サービス単、

介護予防福祉用具貸与の場合は、月を通じて生活保護適用期間で 位数」を「エ 回数日数」で除した結果に「カ 公費分回数等」

ある場合は「オ サービス単位数」をそのまま転記し、月の一部 を乗じた結果（小数点以下四捨五入）を記載すること。

の期間が生活保護適用期間であった場合については 「オ サー、

ビス単位数」を「エ 回数日数」で除した結果に「カ 公費分回

数等」を乗じた結果（小数点以下四捨五入）を記載すること。

以下のサービスにおいて 「ウ 単位数」の記載を省略した場、

合は 「オ サービス単位数」に記載した単位数をそのまま転記、

すること。

・介護予防特定施設入居者生活介護における外部サービス利用

型の介護予防訪問介護、介護予防通所介護、介護予防通所リ
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ハビリテーション

・介護予防訪問介護

・介護予防通所介護

・介護予防通所リハビリテーション

・夜間対応型訪問介護

・小規模多機能型居宅介護

・介護予防小規模多機能型居宅介護

ク 摘要（様式第七を除く） ク 摘要（様式第七を除く）

サービス内容に応じて（別表１）にしたがって所定の内容を記 サービス内容に応じて（別表１）にしたがって所定の内容を記

載すること。 載すること。

ケ 請求金額（様式第七及び第七の二の場合のみ） ケ 請求金額（様式第七の場合のみ）

「ウ 単位数」に単位数単価を乗じて得た結果（小数点以下切 「ウ 単位数」に単位数単価を乗じて得た結果（小数点以下切

り捨て）を記載すること。 り捨て）を記載すること。

⑪緊急時施設療養費（様式第四、第四の二及び第九） ⑪緊急時施設療養費（様式第四及び第九）

ア 緊急時傷病名 ア 緊急時傷病名

入所者の病状が著しく変化し、緊急その他やむをえない事情に 入所者の病状が著しく変化し、緊急その他やむをえない事情に

より施設療養を行った場合に、その傷病名を記載すること。 より施設療養を行った場合に、その傷病名を記載すること。

傷病名が３つを超える場合は、欄内に番号を補記して記載する 傷病名が３つを超える場合は、欄内に番号を補記して記載する

こと。 こと。

イ 緊急時治療開始年月日 イ 緊急時治療開始年月日

「 」 「 」緊急時傷病名ごとの治療を開始した日付を ア 緊急時傷病名 緊急時傷病名ごとの治療を開始した日付を ア 緊急時傷病名

に対応させて記載すること。 に対応させて記載すること。

傷病名が３つを超える場合は、欄内に番号を補記して記載する 傷病名が３つを超える場合は、欄内に番号を補記して記載する

こと。 こと。

ウ 緊急時治療管理（再掲） ウ 緊急時治療管理（再掲）

緊急時治療管理の合計単位数と１日あたりの所定の単位数、緊 緊急時治療管理の合計単位数と１日あたりの所定の単位数、緊

急時治療管理を行った日数をそれぞれ記載すること。 急時治療管理を行った日数をそれぞれ記載すること。

（合計単位数＝１日あたり単位数×緊急時治療管理日数） （合計単位数＝１日あたり単位数×緊急時治療管理日数）

エ 特定治療の内訳 エ 特定治療の内訳

リハビリテーション、処置、手術、麻酔、放射線治療の区分ご リハビリテーション、処置、手術、麻酔、放射線治療の区分ご

とに点数の合計を記載すること。 とに点数の合計を記載すること。

オ 特定治療の合計 オ 特定治療の合計

特定治療の点数の合計を記載すること。 特定治療の点数の合計を記載すること。

カ 摘要 カ 摘要

特定治療の内容について、処置名等、回数、点数及び使用した 特定治療の内容について、処置名等、回数、点数及び使用した
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薬剤名等の内訳をリハビリテーションから放射線治療の項目との 薬剤名等の内訳をリハビリテーションから放射線治療の項目との

対応が明らかになるように、診療報酬明細書の記載方法に準じて 対応が明らかになるように、診療報酬明細書の記載方法に準じて

記載すること。 記載すること。

キ 往診日数 キ 往診日数

入所者のために病院又は診療所から往診を求めた日数（複数の 入所者のために病院又は診療所から往診を求めた日数（複数の

病院又は診療所から往診を求めた場合はその合計日数）を記載す 病院又は診療所から往診を求めた場合はその合計日数）を記載す

ること。 ること。

ク 医療機関名 ク 医療機関名

。 、 。 、往診を行った医療機関名を記載すること 複数にわたる場合は 往診を行った医療機関名を記載すること 複数にわたる場合は

すべての医療機関名を記載すること。 すべての医療機関名を記載すること。

ケ 通院日数 ケ 通院日数

入所者を病院又は診療所に通院させた日数（複数の病院又は診 入所者を病院又は診療所に通院させた日数（複数の病院又は診

療所に通院させた場合はその合計日数）を記載すること。 療所に通院させた場合はその合計日数）を記載すること。

コ 医療機関名 コ 医療機関名

通院した医療機関名を記載すること。複数にわたる場合は、す 通院した医療機関名を記載すること。複数にわたる場合は、す

べての医療機関名を記載すること。 べての医療機関名を記載すること。

⑫特定診療費（様式第五、第五の二及び第十） ⑫特定診療費（様式第五及び第十）

ア 傷病名 ア 傷病名

特定診療費として定められている指導管理等を行った場合、そ 特定診療費として定められている指導管理等を行った場合、そ

の主な原因となった傷病名を記載すること。 の主な原因となった傷病名を記載すること。

ただし 「感染対策指導管理」及び「褥瘡対策指導管理」のみ ただし 「感染対策指導管理」及び「褥瘡対策指導管理」のみ、 、

の場合には、記載は不要であること。 の場合には、記載は不要であること。

イ 識別番号 イ 識別番号

特定診療費の項目に対応する識別コード（２桁）を特定診療費 特定診療費の項目に対応する識別コード（２桁）を特定診療費

識別一覧（別表３）で確認して記載すること。 識別一覧（別表３）で確認して記載すること。

ウ 内容 ウ 内容

特定診療費の内容を識別するための名称として特定診療費識別 特定診療費の内容を識別するための名称として特定診療費識別

一覧（別表３）の名称を記載すること。 一覧（別表３）の名称を記載すること。

エ 単位数 エ 単位数

特定診療費の項目に対応する１回又は１日あたりの介護給付費 特定診療費の項目に対応する１回又は１日あたりの介護給付費

の単位数を記載すること。 の単位数を記載すること。

オ 回数 オ 回数

サービスの提供回数（期間ごとに給付費を算定するサービスに サービスの提供回数（期間ごとに給付費を算定するサービスに

ついては算定回数）又は提供日数を記載すること。 ついては算定回数）又は提供日数を記載すること。

カ 保険分単位数 カ 保険分単位数
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「エ 単位数」に「オ 回数」を乗じて算出した単位数を記載 「エ 単位数」に「オ 回数」を乗じて算出した単位数を記載

すること。 すること。

キ 公費回数 キ 公費回数

「オ 回数」のうち、公費負担の対象となる回数又は日数を記 「オ 回数」のうち、公費負担の対象となる回数又は日数を記

載すること（月の途中で公費受給資格に変更があった場合は、対 載すること（月の途中で公費受給資格に変更があった場合は、対

象となった期間に対応する回数または日数を記載すること 。 象となった期間に対応する回数または日数を記載すること 。） ）

ク 公費分単位数 ク 公費分単位数

「エ 単位数」に「キ 公費回数」を乗じて算出した単位数を 「エ 単位数」に「キ 公費回数」を乗じて算出した単位数を

記載すること。 記載すること。

ケ 摘要 ケ 摘要

特定診療費の項目に対応して特定診療費識別一覧（別表３）に 特定診療費の項目に対応して特定診療費識別一覧（別表３）に

したがって所定の内容を記載すること。 したがって所定の内容を記載すること。

コ 合計 コ 合計

保険分単位数、公費分単位数についてそれぞれの行の合計を合 保険分単位数、公費分単位数についてそれぞれの行の合計を合

計欄に記載すること。 計欄に記載すること。

⑬請求額集計欄（様式第二及び第二の二における給付率の記載方法） ⑬請求額集計欄（様式第二における給付率の記載方法）

ア 保険 ア 保険

介護給付費の基準額のうち保険給付を行う率を百分率で記載す 介護給付費の基準額のうち保険給付を行う率を百分率で記載す

ること（例えば通常の場合は90 。利用者負担の減免対象者、保 ること（例えば通常の場合は90 。利用者負担の減免対象者、保） ）

険給付額の減額対象者等については被保険者証、減免証等を参考 険給付額の減額対象者等については被保険者証、減免証等を参考

にして記載すること。 にして記載すること。

保険給付を行う率が月の途中で変更となった場合には、月内で 保険給付を行う率が月の途中で変更となった場合には、月内で

最も大きい率を記載すること。 最も大きい率を記載すること。

イ 公費 イ 公費

公費負担の給付を行う率を百分率で記載すること。当該率等に 公費負担の給付を行う率を百分率で記載すること。当該率等に

ついては（別表２）を参照すること。 ついては（別表２）を参照すること。

障害者対策（いわゆる特別対策）における訪問介護、介護予防 低所得者対策（いわゆる特別対策）における訪問介護について

訪問介護及び夜間対応型訪問介護については、公費負担医療に準 は、公費負担医療に準じた取扱いを行うため、保険給付率を加え

じた取扱いを行うため、保険給付率を加えた率（例えば保険給付 た率（例えば保険給付率が90％、公費負担率が７％の場合は97

率が90％、公費負担率が７％の場合は97（％ ）として記載する （％ ）として記載すること。） ）

こと。

⑭請求額集計欄（様式第二及び第二の二におけるサービス種類別の集 ⑭請求額集計欄（様式第二におけるサービス種類別の集計）

計）

「 」 「 」 「 」 「 」以下の ア サービス種類コード から シ 公費分本人負担 以下の ア サービス種類コード から シ 公費分本人負担

までについては、給付費明細欄の内容からサービス種類が同じサ までについては、給付費明細欄の内容からサービス種類が同じサ
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ービスの情報を抽出し、集計を行って記載すること。 ービスの情報を抽出し、集計を行って記載すること。

ア サービス種類コード ア サービス種類コード

当該サービス種類のコード（サービスコードの上２桁）を記載 当該サービス種類のコード（サービスコードの上２桁）を記載

すること。 すること。

イ サービス種類の名称 イ サービス種類の名称

当該対象サービス種類の名称（訪問介護、訪問入浴介護等）を 当該対象サービス種類の名称（訪問介護、訪問入浴介護等）を

記載すること。 記載すること。

ウ サービス実日数 ウ サービス実日数

当該対象サービス種類のサービスを行った実日数として、当該 当該対象サービス種類のサービスを行った実日数として、当該

事業所において訪問サービス（介護予防を含む 、通所サービ 事業所において訪問または通所サービスのいずれかを実施した日。）

ス（介護予防を含む ）又は地域密着型サービス（介護予防を含 数、居宅療養管理指導のために利用者の居宅を訪問した日数、福。

む ）のいずれかを実施した日数、居宅療養管理指導又は介護予 祉用具貸与を現に行った日数をそれぞれ記載すること。。

防居宅療養管理指導のために利用者の居宅を訪問した日数、福祉

用具貸与又は介護予防福祉用具貸与を現に行った日数をそれぞれ

記載すること。

エ 計画単位数 エ 計画単位数

居宅介護支援事業者、介護予防支援事業者（地域包括支援セン 居宅介護支援事業者または被保険者が作成したサービス提供票

ター）又は被保険者が作成したサービス提供票の別表に記載され の別表に記載された、当該月中に当該事業所から提供する当該サ

た、当該月中に当該事業所から提供する当該サービス種類におけ ービス種類における区分支給限度基準内単位数を記載すること。

る区分支給限度基準内単位数を記載すること。ただし、居宅療養 ただし、居宅療養管理指導の場合には記載不要であること。

管理指導及び介護予防居宅療養管理指導の場合には記載不要であ

ること。

オ 限度額管理対象単位数 オ 限度額管理対象単位数

当該サービス種類のうち、支給限度額管理対象部分（特別地域 当該サービス種類のうち、支給限度額管理対象部分（特別地域

加算及びターミナルケア加算を除く ）のサービス単位数を合計 加算及びターミナルケア加算を除く ）のサービス単位数を合計。 。

して記載すること。 して記載すること。

カ 限度額管理対象外単位数 カ 限度額管理対象外単位数

当該サービス種類のうち、限度額管理対象外（特別地域加算及 当該サービス種類のうち、限度額管理対象外（特別地域加算及

びターミナルケア加算）のサービス単位数を合計して記載するこ びターミナルケア加算）のサービス単位数を合計して記載するこ

と。 と。

キ 給付単位数 キ 給付単位数

「エ 計画単位数」と「オ 限度額管理対象単位数」のいずれ 「エ 計画単位数」と「オ 限度額管理対象単位数」のいずれ

か低い方の単位数に「カ 限度額管理対象外単位数」を加えた単 か低い方の単位数に「カ 限度額管理対象外単位数」を加えた単

位数を記載すること。 位数を記載すること。

ク 公費分単位数 ク 公費分単位数
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「 」 「 」当該サービス種類の公費対象単位数の合計と キ 給付単位数 当該サービス種類の公費対象単位数の合計と キ 給付単位数

のいずれか低い方の単位数を記載すること。 のいずれか低い方の単位数を記載すること。

ケ 単位数単価 ケ 単位数単価

事業所所在地における当該サービス種類の単位数あたり単価を 事業所所在地における当該サービス種類の単位数あたり単価を

記載すること。 記載すること。

出張所（サテライト事業所）の場合は、出張所所在地における 出張所（サテライト事業所）の場合は、出張所所在地における

当該サービス種類の単位数あたり単価を記載すること。なお、こ 当該サービス種類の単位数あたり単価を記載すること。なお、こ

の場合 「請求事業者欄」には事業所番号が附番されている事業 の場合 「請求事業者欄」には事業所番号が附番されている事業、 、

所の状況を記載すること。 所の状況を記載すること。

月の途中で、単位数単価の異なる地域区分をまたがる移転等を 月の途中で、単位数単価の異なる地域区分をまたがる移転等を

行った場合は、月内で最も高い単位数単価を記載すること。 行った場合は、月内で最も高い単位数単価を記載すること。

コ 保険請求額 コ 保険請求額

「キ 給付単位数」に「ケ 単位数単価」を乗じた結果（小数 「キ 給付単位数」に「ケ 単位数単価」を乗じた結果（小数

点以下切り捨て）に、保険の給付率を乗じた結果の金額（小数点 点以下切り捨て）に、保険の給付率を乗じた結果の金額（小数点

以下切り捨て）を記載すること。 以下切り捨て）を記載すること。

計算式：保険請求額＝《 給付単位数×単位数単価 》×保 計算式：保険請求額＝《 給付単位数×単位数単価 》×保《 《

険給付率 》 険給付率 》

（ 》は、囲まれた部分の計算結果の小数点以下を切り捨て （ 》は、囲まれた部分の計算結果の小数点以下を切り捨て《 《

ることを示す。以下同じ 。 ることを示す。以下同じ 。。） 。）

サ 利用者負担額 サ 利用者負担額

「キ 給付単位数」に「ケ 単位数単価」を乗じた結果（小数 「キ 給付単位数」に「ケ 単位数単価」を乗じた結果（小数

点以下切り捨て）から 「コ 保険請求額 「シ 公費請求額」 点以下切り捨て）から 「コ 保険請求額 「シ 公費請求額」、 」、 、 」、

及び「ス 公費分本人負担」を差し引いた残りの額を記載するこ 及び「ス 公費分本人負担」を差し引いた残りの額を記載するこ

と（サービスの提供の都度利用者負担を徴収している場合等にお と（サービスの提供の都度利用者負担を徴収している場合等にお

いては、端数処理により徴収した利用者負担の合計とは一致しな いては、端数処理により徴収した利用者負担の合計とは一致しな

い場合がありうること 。 い場合がありうること 。。） 。）

計算式：利用者負担額＝ 計算式：利用者負担額＝

《 給付単位数×単位数単価 》－保険請求額－公費請求額－ 《 給付単位数×単位数単価 》－保険請求額－公費請求額－

公費分本人負担 公費分本人負担

シ 公費請求額 シ 公費請求額

「ク 公費分単位数」に「ケ 単位数単価」を乗じた結果（小 「ク 公費分単位数」に「ケ 単位数単価」を乗じた結果（小

数点以下切り捨て）に、更に公費給付率から保険の給付の率を差 数点以下切り捨て）に、更に公費給付率から保険の給付の率を差

し引いた率を乗じた結果（小数点以下切り捨て）から 「ス 公 し引いた率を乗じた結果（小数点以下切り捨て）から 「ス 公、 、

費分本人負担」を差し引いた残りの額を記載すること。 費分本人負担」を差し引いた残りの額を記載すること。

公費の給付率が100/100で、保険給付対象単位数と公費対象単 公費の給付率が100/100で、保険給付対象単位数と公費対象単
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位数が等しく、利用者負担額（公費の本人負担額を除く ）が発 位数が等しく、利用者負担額（公費の本人負担額を除く ）が発。 。

生しない場合は 「キ 給付単位数」に「ケ 単位数単価」を乗 生しない場合は 「キ 給付単位数」に「ケ 単位数単価」を乗、 、

じた結果 小数点以下切り捨て から コ 保険請求額 と ス じた結果 小数点以下切り捨て から コ 保険請求額 と ス（ ） 、「 」 「 （ ） 、「 」 「

公費分本人負担」を差し引いた残りの額を記載すること。 公費分本人負担」を差し引いた残りの額を記載すること。

計算式：公費請求額＝ 計算式：公費請求額＝

《 公費分単位数×単位数単価 》×（公費給付率－保険給 《 公費分単位数×単位数単価 》×（公費給付率－保険給《 《

付率 》 付率 》） ）

－公費分本人負担 －公費分本人負担

ス 公費分本人負担 ス 公費分本人負担

公費負担医療、または生活保護受給者で本人負担額がある場合 公費負担医療、または生活保護受給者で本人負担額がある場合

に、その額を記載すること。 に、その額を記載すること。

セ 合計 セ 合計

保険請求額から公費分本人負担についてそれぞれの行の合計金 保険請求額から公費分本人負担についてそれぞれの行の合計金

額を合計欄に記載すること。 額を合計欄に記載すること。

⑮請求額集計欄（様式第三、第三の二、第四、第四の二、第五、第五 ⑮請求額集計欄（様式第三、第四及び第五の⑰、⑱以外の部分）

の二、第六の五及び第六の六の⑰、⑱以外の部分）

様式第三から第五の二、第六の五及び第六の六までの特定診療費、 様式第三から第五までの特定診療費、緊急時施設療養費以外の請求

緊急時施設療養費以外の請求額集計欄は以下の方法により記載するこ 額集計欄は以下の方法により記載すること （※表は省略）。

と （※表は別記）。

⑯請求額集計欄（様式第六、第六の二、第八、第九及び第十の⑰、⑱ ⑯請求額集計欄（様式第六、様式第八、第九及び第十の⑰、⑱以外の

以外の部分） 部分）

様式第六、第六の二及び第八から第十までの特定診療費、緊急時施 様式第六及び様式第八から第十までの特定診療費、緊急時施設療養

設療養費以外の請求額集計欄は以下の方法により記載すること （※ 費以外の請求額集計欄は以下の方法により記載すること （※表は省。 。

表は別記） 略）

⑰請求額集計欄（緊急時施設療養費） ⑰請求額集計欄（緊急時施設療養費）

様式第四、第四の二及び第九の請求集計欄における緊急時施設療養 様式第四及び様式第九の請求集計欄における緊急時施設療養費部分

費部分は以下の方法により記載すること 「項目」における（ ）内 は以下の方法により記載すること 「項目」における（ ）内は様式。 。

は様式第四及び第四の二における項目名 （※表は別記） 第四における項目名 （※表は省略）。 。

⑱請求額集計欄（特定診療費） ⑱請求額集計欄（特定診療費）

様式第五、第五の二及び第十の請求額集計欄における特定診療費部 様式第五及び様式第十の請求額集計欄における特定診療費部分は以

分は以下の方法により記載すること 「項目」における（ ）内は様 下の方法により記載すること 「項目」における（ ）内は様式第五。 。

式第五及び第五の二における項目名 （※表は別記） における項目名 （※表は省略）。 。

⑲特定入所者介護（予防）サービス費等欄（様式第三、第三の二、第 ⑲特定入所者介護サービス費等欄（様式第三、第四、第五、第八、第

四、第四の二、第五、第五の二、第八、第九及び第十） 九及び第十）

様式第三から第五の二まで及び様式第八から第十までの特定入所者 様式第三から第五及び様式第八から第十までの特定入所者介護サー
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介護サービス費等の食費及び居住費の欄は、以下の方法により記載す ビス費等の食費及び居住費の欄は、以下の方法により記載すること。

ること （※表は別記） （※表は別記）。

⑳社会福祉法人等による軽減欄（様式第二、第二の二、第三、第三の ⑳社会福祉法人等による軽減欄（様式第二、第三及び第八）

二及び第八）

様式第二から第三の二まで及び第八の社会福祉法人等による軽減欄 様式第二、第三及び第八の社会福祉法人等による軽減欄は、以下の

は、以下の方法により記載すること （※表は別記） 方法により記載すること （※表は別記）。 。

請求額集計欄（様式第六の三及び第六の四の請求額集計欄）21

様式第六の三及び第六の四の請求額集計欄は、以下の方法により記

載すること （※表は別記）。

３ 給付管理票に関する事項（様式第十一） ３ 給付管理票に関する事項（様式第十一）

（１）留意事項 （１）留意事項

① 月途中で居宅介護支援事業者が変更になった場合（転居等による ① 月途中で居宅介護支援事業者が変更になった場合（転居等による

保険者の変更の場合を除く 、月末時点に市町村への届出対象とな 保険者の変更の場合を除く 、月末時点に市町村への届出対象とな） ）

っている居宅介護支援事業者が給付管理票を作成すること。 っている居宅介護支援事業者が給付管理票を作成すること。

月途中で要介護状態と要支援状態をまたがる変更があった場合、

月末時点で市町村への届出対象となっている居宅介護支援事業者も

。 、しくは介護予防支援事業者が給付管理票を作成すること この場合

居宅介護支援事業者が介護予防サービス及び地域密着型介護予防サ

ービスの記載を、介護予防支援事業者が居宅サービス及び地域密着

型サービスの記載を行うことになるので留意すること。

月を通じて利用者が小規模多機能型居宅介護又は介護予防小規模

多機能型居宅介護を利用した場合には、当該小規模多機能型居宅介

護事業所又は介護予防小規模多機能型居宅介護事業所が給付管理票

を作成すること。

月の一部の期間において利用者が小規模多機能型居宅介護を利用

し、かつ当該期間を除いて居宅介護支援を受けた場合には、当該居

宅介護支援事業者が給付管理票を作成すること。

月の一部の期間において利用者が介護予防小規模多機能型居宅介

、 、護を利用し かつ当該期間を除いて介護予防支援を受けた場合には

当該介護予防支援事業者が給付管理票を作成すること。

② 事業所ごと及びサービス種類ごとの居宅サービス計画若しくは介 ② 事業所ごと及びサービス種類ごとの居宅サービス計画に位置付け

「 （ ）」護予防サービス計画に位置付けられた介護サービス若しくは介護予 られた介護サービスの給付額を月末時点の サービス利用票 控

防サービスの給付額を月末時点の「サービス利用票（控 」から作 から作成すること。）

成すること。
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なお、当初の「サービス利用票」に記載された事業所ごと、サー なお、当初の「サービス利用票」に記載された事業所ごと、サー

ビス種類ごとの給付計画単位数を上回るような場合には 「サービ ビス種類ごとの給付計画単位数を上回るような場合には 「サービ、 、

ス利用票」等の再作成が必要であり、再作成後の「計画」を記載す ス利用票」等の再作成が必要であり、再作成後の「計画」を記載す

る。給付管理票の事業所ごとの上限管理に影響がなく 「サービス る。給付管理票の事業所ごとの上限管理に影響がなく 「サービス、 、

利用票」の再作成が必要でない場合は、当初の計画を記載する。 利用票」の再作成が必要でない場合は、当初の計画を記載する。

（２）項目別の記載要領 （２）項目別の記載要領

①対象年月 ①対象年月

居宅サービス計画又は介護予防サービス計画の対象となった年月を 居宅サービス計画の対象となった年月を和暦で記載すること。

和暦で記載すること。

②保険者番号 ②保険者番号

サービス利用票（控）の保険者番号欄に記載された保険者番号を記 サービス利用票（控）の保険者番号欄に記載された保険者番号を記

載すること。 載すること。

③被保険者番号 ③被保険者番号

サービス利用票（控）の被険者番号欄に記載された被保険者番号を サービス利用票（控）の被険者番号欄に記載された被保険者番号を

記載すること。 記載すること。

④被保険者氏名 ④被保険者氏名

サービス利用票（控）に記載された氏名及びふりがなを記載するこ サービス利用票（控）に記載された氏名及びふりがなを記載するこ

と。 と。

⑤生年月日 ⑤生年月日

サービス利用票（控）に記載された生年月日を記載すること。 サービス利用票（控）に記載された生年月日を記載すること。

元号は該当する元号を○で囲むこと。 元号は該当する元号を○で囲むこと。

⑥性別 ⑥性別

該当する性別を○で囲むこと。 該当する性別を○で囲むこと。

⑦要介護状態区分 ⑦要介護状態区分

（ ） 。 （ ） 。サービス利用票 控 に記載された要介護状態区分を記載すること サービス利用票 控 に記載された要介護状態区分を記載すること

要介護状態区分については、月途中で変更があった場合には、いずれ 要介護状態区分については、月途中で変更があった場合には、いずれ

か重い方の要介護状態区分を記載すること（経過的要介護と要支援１ か重い方の要介護状態区分を記載すること。

においては経過的要介護、経過的要介護と要支援２においては要支援

２が、重い方の区分となる 。月途中で要介護状態と要支援状態を。）

またがる変更があった場合、介護予防支援事業者（地域包括支援セン

ター）が経過的要介護から要介護５までの記載を行う場合があるので

留意すること。

⑧作成区分 ⑧作成区分

該当する作成者の番号を○で囲むこと。 該当する作成者の番号を○で囲むこと。

月途中で要介護状態と要支援状態をまたがる変更があった場合、月
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末時点での作成者の番号を○で囲むこと。

月を通じて利用者が小規模多機能型居宅介護を利用した場合には、

居宅介護支援事業者を、月を通じて利用者が介護予防小規模多機能型

居宅介護を利用した場合には、介護予防支援事業者作成を○で囲むこ

と。

⑨居宅介護／介護予防支援事業所番号 ⑨居宅介護支援事業所番号

居宅サービス計画若しくは介護予防サービス計画を作成した居宅介 居宅サービス計画を作成した居宅介護支援事業所の指定事業所番号

護支援事業所もしくは介護予防支援事業所（地域包括支援センター） または基準該当登録番号を記載すること。

の指定事業所番号または基準該当登録番号を記載すること。

月を通じて利用者が小規模多機能型居宅介護又は介護予防小規模多

機能型居宅介護を利用した場合には、当該小規模多機能型居宅介護事

業所又は介護予防小規模多機能型居宅介護事業所が自事業所番号を記

、 。載すること。 ただし 市町村が給付管理票を作成する場合は記載不要であること

ただし 市町村が給付管理票を作成する場合は記載不要であること （以下、⑩⑪についても同様）、 。

（以下、⑩から⑭についても同様）

⑩担当介護支援専門員番号

給付管理を行った介護支援専門員の指定介護支援専門員番号を記載

すること。介護予防支援事業所（地域包括支援センター）において、

介護支援専門員番号を記載できない場合には記載は不要であること。

月を通じて利用者が小規模多機能型居宅介護又は介護予防小規模多

機能型居宅介護を利用した場合には、当該小規模多機能型居宅介護事

業所又は介護予防小規模多機能型居宅介護事業所の担当の介護支援専

門員番号を記載すること。

⑪居宅介護／介護予防支援事業者の事業所名 ⑩居宅介護支援事業所名

指定等を受けた際に届け出た事業所名を記載すること。 指定等を受けた際に届け出た事業所名を記載すること。

⑫居宅介護支援事業者の事業所所在地及び連絡先 ⑪居宅介護支援事業者の事業所所在地及び連絡先

指定等を受けた際に届け出た事業所の所在地と審査支払機関、保険 指定等を受けた際に届け出た事業所の所在地と審査支払機関、保険

者からの問い合わせ用連絡先電話番号を記載すること。 者からの問い合わせ用連絡先電話番号を記載すること。

⑬委託した場合・委託先の居宅介護支援事業所番号

介護予防支援事業所（地域包括支援センター）が介護予防支援を居

宅介護支援事業所に委託した場合、委託先の居宅介護支援事業所の指

定事業所番号又は基準該当登録番号を記載すること。

⑭委託した場合・居宅介護支援専門員番号

介護予防支援事業所（地域包括支援センター）が介護予防支援を居

宅介護支援事業所に委託した場合、委託先の居宅介護支援事業所の担
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当の介護支援専門員の指定介護支援専門員番号を記載すること。

⑮居宅サービス・介護予防サービス支給限度基準額 ⑫居宅サービス支給限度基準額

サービス利用票（控）に記載された居宅サービス又は介護予防サー サービス利用票（控）に記載された居宅サービス支給限度基準額を

ビスにかかる支給限度基準額を記載すること。 記載すること。

⑯限度額適用期間 ⑬限度額適用期間

（ ） 。 （ ） 。サービス利用票 控 に記載された限度額適用期間を記載すること サービス利用票 控 に記載された限度額適用期間を記載すること

⑰居宅サービス事業者・介護予防サービス事業者の事業所名 ⑭居宅サービス事業者の事業所名

サービス利用票別表（控）の事業所、サービス種類ごとの集計行に サービス利用票別表（控）の事業所、サービス種類ごとの集計行に

記載された居宅サービス事業者又は介護予防サービス事業者の事業所 記載された居宅サービス事業者の事業所名を記載すること。

名を記載すること。

⑱事業所番号 ⑮事業所番号

サービス利用票別表（控）の事業所、サービス種類ごとの集計行に サービス利用票別表（控）の事業所、サービス種類ごとの集計行に

記載された居宅サービス事業者又は介護予防サービス事業者の事業所 記載された居宅サービス事業者の事業所番号を記載すること。

番号を記載すること。

⑲指定／基準該当／地域密着型サービス識別 ⑯ 指定／基準該当サービス識別

指定、基準該当又は地域密着型の区分を○で囲むこと。 指定または基準該当の区分を○で囲むこと。

⑳サービス種類名 ⑰サービス種類名

サービス利用票別表（控）の事業所、サービス種類ごとの集計行に サービス利用票別表（控）の事業所、サービス種類ごとの集計行に

記載されたサービス種類の名称（訪問介護、訪問入浴介護等）を記載 記載されたサービス種類の名称（訪問介護、訪問入浴介護等）を記載

すること。 すること。

サービス種類コード ⑱サービス種類コード21

当該サービス種類のコード（サービスコードの上２桁）を記載する 当該サービス種類のコード（サービスコードの上２桁）を記載する

こと。 こと。

給付計画単位数 ⑲給付計画単位数22

サービス利用票別表（控）のサービス種類ごとの集計行の区分支給 サービス利用票別表（控）のサービス種類ごとの集計行の区分支給

限度基準内単位数に記載された額（単位数）を記載すること。 限度基準内単位数に記載された額（単位数）を記載すること。

４ 公費の介護給付費明細書に関する事項 ４ 公費の介護給付費明細書に関する事項

（１）公費の請求が必要な場合における請求明細記載方法の概要 （１）公費の請求が必要な場合における請求明細記載方法の概要

① 介護給付費明細書で公費の請求を行う場合は、下表によるものと ① 介護給付費明細書で公費の請求を行う場合は、下表によるものと

すること （※表は別記） すること （※表は省略）。 。

② ２種類以上の公費負担医療の適用がある場合は適用の優先順（別 ② ２種類以上の公費負担医療の適用がある場合は適用の優先順（別

表２を参照）に 枚目の介護給付費明細書から順次公費負担医療 表２を参照）に 枚目の介護給付費明細書から順次公費負担医療1 1
の請求計算を行うこと。さらに、生活保護の適用（様式第二で医療 の請求計算を行うこと。さらに、生活保護の適用（様式第二で医療

系サービスと福祉系サービスをあわせて請求する場合など）があれ 系サービスと福祉系サービスをあわせて請求する場合など）があれ
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ば、最後の介護給付費明細書で生活保護の請求額を計算すること。 ば、最後の介護給付費明細書で生活保護の請求額を計算すること。

この場合、介護給付費明細書は３枚以上になる場合があること。 この場合、介護給付費明細書は３枚以上になる場合があること。

なお、ここでいう公費負担医療には生活保護法の介護扶助 「被 なお、ここでいう公費負担医療には生活保護法の介護扶助 「被、 、

爆体験者精神影響等調査研究事業の実施について （平成14年４月 爆体験者精神影響等調査研究事業の実施について （平成14年４月」 」

１日健発第0401007号) 「水俣病総合対策費の国庫補助について」 １日健発第0401007号) 水俣病総合対策費の国庫補助について 平、 、「 」（

（平成 年 月 日環保業発第 号環境事務次官通知 「メチ 成 年 月 日環保業発第 号環境事務次官通知 「メチル水4 4 30 227 4 4 30 227）、 ）、

ル水銀の健康影響に係る調査研究事業について 平成 年 月 銀の健康影響に係る調査研究事業について （平成 年 月 日」（ 」17 5 24 17 5 24
日環保企発第 号環境事務次官通知 「茨城県神栖町に 環保企発第 号環境事務次官通知 「茨城県神栖町にお050524001 050524001）、 ）、

おける有機ヒ素化合物による環境汚染及び健康被害に係る緊急措置 ける有機ヒ素化合物による環境汚染及び健康被害に係る緊急措置事

事業要綱について （平成 年 月 日環保企発第 号 業要綱について （平成 年 月 日環保企発第 号環」 」15 6 6 030606004 15 6 6 030606004
環境事務次官通知 「原爆被爆者の訪問介護利用者負担に対する 境事務次官通知 「原爆被爆者の訪問介護利用者負担に対する助成）、 ）、

助成事業について （平成12年３月17日健医発第475号厚生省保健 事業について （平成12年３月17日健医発第475号厚生省保健医療局」 」

医療局長通知）による介護の給付 「原爆被爆者の介護保険等利用 長通知）による介護の給付 「原爆被爆者の介護保険等利用者負担、 、

者負担に対する助成事業について （平成12年３月17日健医発第47 に対する助成事業について （平成12年３月17日健医発第476号厚生」 」

6号厚生省保健医療局長通知 による介護の給付並びに特別対策 障 省保健医療局長通知）による介護の給付並びに特別対策（低所得者） （

害者施策）としての「障害者ホームヘルプサービス利用者に対する 利用者負担対策）としての「障害者ホームヘルプサービス利用者に

支援措置」も含むものとすること。 対する支援措置」も含むものとすること。

（２）各様式と公費併用請求の関係 （２）各様式と公費併用請求の関係

各様式ごとの公費請求の組み合わせは下表のようになること。 各様式ごとの公費請求の組み合わせは下表のようになること。

（※表は別記） （※表は省略）

（表） （表）

２（１）② （内容変更有） ２（１）②

２（１）③ （内容変更有） ２（１）③

２（２）⑮ （内容変更有） ２（２）⑮

２（２）⑯ （内容変更有） ２（２）⑯

２（２）⑰ （内容変更有） ２（２）⑰

２（２）⑱ （内容変更有） ２（２）⑱

２（２）⑲ （内容変更有） ２（２）⑲

２（２）⑳ （内容変更有） ２（２）⑳

２（２） （新）21

４（１）① （内容変更有） ４（１）①

４（２） （内容変更有） ４（２）

別表１ （内容変更有） 別表１
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別表２ （内容変更有） 別表２

別記 （内容変更無） 別記

別紙 （内容変更無） 別紙

別表３ （内容変更有） 別表３



２　介護給付費明細書記載に関する事項（様式第二から様式第十まで）
（１）共通事項
　　　②サービス種類と介護給付費明細書様式の対応関係

区　分 介護給付 予防給付

サービス種類 明細書様式 サービス種類 明細書様式

居宅サービス 訪問介護 様式第二 介護予防訪問介護 様式第二の二

訪問入浴介護 介護予防訪問入浴介護

訪問看護 介護予防訪問看護

訪問リハビリテーション 介護予防訪問リハビリテーション

居宅療養管理指導 介護予防居宅療養管理指導

通所介護 介護予防通所介護

通所リハビリテーション 介護予防通所リハビリテーション

福祉用具貸与 介護予防福祉用具貸与

夜間対応型訪問介護

認知症対応型通所介護 介護予防認知症対応型通所介護

小規模多機能型居宅介護 介護予防小規模多機能型居宅介護

短期入所生活介護 様式第三 介護予防短期入所生活介護 様式第三の二

居宅サービス 特定施設入居者生活介護 介護予防特定施設入居者生活介護 様式第六の四

施設サービス 介護老人福祉施設

介護老人保健施設 様式第九

介護療養型医療施設 様式第十

地域密着型介護老人福祉施設入所者
生活介護

様式第八

施設サービス

地域密着型
サービス

居宅介護支援 様式第七

認知症対応型共同生活介護
（短期利用）

介護予防認知症対応型共同生活介護
（短期利用）

様式第六の五

介護予防支援 様式第七の二

様式第六の六

様式第五
病院・診療所における
介護予防短期入所療養介護

様式第五の二

様式第六の三

介護予防認知症対応型共同生活介護
（短期利用以外）

様式第六の二
認知症対応型共同生活介護
（短期利用以外）

様式第六

介護老人保健施設における
短期入所療養介護

様式第四 様式第四の二

病院・診療所における
短期入所療養介護

地域密着型
サービス

居宅介護支援・
介護予防支援

地域密着型
サービス

居宅サービス

地域密着型
サービス

地域密着型
サービス

介護老人保健施設における
介護予防短期入所療養介護

地域密着型特定施設入居者生活介護



２　介護給付費明細書記載に関する事項（様式第二から様式第十まで）
（１）共通事項
　　　③介護給付費明細書様式ごとの要記載内容
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様式第二 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

様式第二の二 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

様式第三 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

様式第三の二 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

様式第四 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

様式第四の二 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

様式第五 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

様式第五の二 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

様式第六 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

様式第六の二 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

様式第六の三 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

様式第六の四 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

様式第六の五 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

様式第六の六 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

様式第七 ○ ○ ○ ○ *1 *2

様式第七の二 ○ ○ ○ ○ *3 *2

様式第八 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

様式第九 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

様式第十 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

（地域包括支援センター）
*3は介護予防支援事業者欄

*1は居宅介護支援事業者欄　　

*2は請求計算欄     



（２）項目別の記載要領
　　⑮請求額集計欄（様式第三、第三の二、第四、第四の二、第五、第五の二、第六の五及び第六の六の
　　　⑰、⑱以外の部分）
　　　様式第三から第五の二、第六の五及び第六の六までの特定診療費、緊急時施設療養費以外の請求額集計欄は
　　　以下の方法により記載すること。

項目 保険分 公費分

①計画単位数 　居宅介護支援事業者または介護予防支援
事業者または被保険者が作成したサービス
提供票の別表に記載された、当該月中に当
該事業所から提供する当該サービス種類に
おける区分支給限度基準内単位数を記載す
ること。

②限度額管理対象単位数 　給付費明細欄のサービス単位数のうち、
支給限度額管理対象部分（緊急時治療管理
を除く。）のサービス単位数を合計して記
載すること。

③限度額管理対象外単位数 　給付費明細欄のサービス単位数のうち、
支給限度額管理対象外（緊急時治療管理）
のサービス単位数を合計して記載するこ
と。

④給付単位数 　①計画単位数と②限度額管理対象単位数
のいずれか低いほうの単位数に③限度額管
理対象外単位数を加えた単位数を記載する
こと。

　当該サービス種類の公費対象単位数の合
計と④給付単位数（保険分）のいずれか低
い方の単位数を記載すること。

⑤単位数単価 　事業所所在地における当該サービス種類
の単位数あたり単価を記載すること。

⑥給付率 　介護給付費の基準額のうち保険給付を行
う率を百分率で記載すること。

　公費負担の給付を行う率を百分率で記載
すること。

　④給付単位数（公費分）に⑤単位数単価
を乗じた結果（小数点以下切り捨て）に、
更に⑥給付率（公費分）から⑥給付率（保
険分）を差し引いた率を乗じた結果（小数
点以下切り捨て）から、⑧利用者負担額
（公費分）を差し引いた残りの額を記載す
ること。
　公費の給付率が100/100で、保険分と公
費分の④給付単位数が等しい時は、④給付
単位数に⑤単位数単価を乗じた結果（小数
点以下切り捨て）から、⑦請求額（保険
分）と⑧利用者負担額（公費分）を差し引
いた残りの額を記載すること。

⑧利用者負担額 　④給付単位数（保険分）に⑤単位数単価
を乗じた結果（小数点以下切り捨て）か
ら、⑦請求額（保険分、公費分）と⑧利用
者負担額（公費分）を差し引いた残りの額
を記載すること。

　公費負担医療、または介護扶助で本人負
担額がある場合に、その額を記載するこ
と。

⑦請求額 　④給付単位数（保険分）に⑤単位数単価
を乗じた結果（小数点以下切り捨て）に⑥
給付率（保険分）を乗じた結果の金額（小
数点以下切り捨て）を記載すること。

２　介護給付費明細書記載に関する事項（様式第二から様式第十まで）



（２）項目別の記載要領
　　⑯請求額集計欄（様式第六、第六の二、第八、第九及び第十の⑰、⑱以外の部分）
　　　様式第六、第六の二及び様式第八から第十までの特定診療費、緊急時施設療養費以外の請求額集計欄は
　　　以下の方法により記載すること。

項目 保険分 公費分

①単位数合計 　給付費明細欄のサービス単位数の合計を
記載すること。

　給付費明細欄の公費対象サービス単位数
の合計を記載すること。

②単位数単価 　事業所所在地における当該サービス種類
の単位数あたり単価を記載すること。

③給付率 　介護給付費の基準額のうち保険給付を行
う率を百分率で記載すること。

　公費負担の給付を行う率を百分率で記載
すること。
　①単位数合計（公費分）に②単位数単価
を乗じた結果（小数点以下切り捨て）に、
更に③給付率（公費分）から③給付率（保
険分）を差し引いた率を乗じた結果（小数
点以下切り捨て）から、⑤利用者負担額
（公費分）を差し引いた残りの額を記載す
ること。

　公費の給付率が100/100で、保険分と公
費分の①単位数合計が等しい時は、①単位
数合計に②単位数単価を乗じた結果（小数
点以下切り捨て）から、④請求額（保険
分）と⑤利用者負担額（公費分）を差し引
いた残りの額を記載すること。

⑤利用者負担額 　①単位数合計（保険分）に②単位数単価
を乗じた結果（小数点以下切り捨て）か
ら、④請求額（保険分、公費分）と⑤利用
者負担額（公費分）を差し引いた残りの額
を記載すること。

　公費負担医療、または介護扶助で本人負
担額がある場合に、その額を記載するこ
と。

④請求額 　①単位数合計（保険分）に②単位数単価
を乗じた結果（小数点以下切り捨て）に③
給付率（保険分）を乗じた結果の金額（小
数点以下切り捨て）を記載すること。

２　介護給付費明細書記載に関する事項（様式第二から様式第十まで）



（２）項目別の記載要領
　　⑰請求額集計欄（緊急時施設療養費）
　　　様式第四、第四の二及び第九の請求集計欄における緊急時施設療養費部分は以下の方法により記載すること。
　　　「項目」における（　）内は様式第四及び第四の二における項目名。

項目 保険分特定治療 公費分特定治療

①点数合計
（④給付点数）

　緊急時施設療養費における特定治療の保
険分点数合計（緊急時治療管理の単位数は
除く。）を記載すること。

　緊急時施設療養費における特定治療のう
ち公費分点数を記載すること（緊急時施設
療養途中で公費適用の異動がない限り保険
分と同じ。）。

②点数単価
（⑤点数単価）

　10円/点固定 　10円/点固定

③給付率
（⑥給付率）

　介護給付費の基準額のうち保険給付を行
う率を百分率で記載すること。

　公費負担の給付を行う率を百分率で記載
すること。

④請求額
（⑦請求額）

　①点数合計（公費分）に②点数単価を乗
じた結果に、更に③給付率（公費分）から
③給付率（保険分）を差し引いた率を乗じ
た結果（小数点以下切り捨て）から、⑤利
用者負担額（公費分）を差し引いた残りの
額を記載すること。
　公費の給付率が100/100で、保険分と公
費分の①点数合計が等しい時は、①点数合
計に②点数単価を乗じた結果から、④請求
額（保険分）と⑤利用者負担額（公費分）
を差し引いた残りの額を記載すること。

⑤利用者負担額
（⑧利用者負担額）

　①点数合計（保険分）に②点数単価を乗
じた結果から、④請求額（保険分、公費
分）と⑤利用者負担額（公費分）を差し引
いた残りの額を記載すること。

　公費負担医療、又は介護扶助で本人負担
額がある場合に、その額を記載すること。

　①点数合計（保険分）に②点数単価を乗
じた結果に③給付率（保険分）を乗じた結
果の金額（小数点以下切り捨て）を記載す
ること。

２　介護給付費明細書記載に関する事項（様式第二から様式第十まで）



２　介護給付費明細書記載に関する事項（様式第二から様式第十まで）
（２）項目別の記載要領
　　⑱請求額集計欄（特定診療費）
　　　様式第五、第五の二及び様式第十の請求額集計欄における特定診療費部分は以下の方法により記載すること。
　　　「項目」における（　）内は様式第五及び様式第五の二における項目名。

項目 保険分特定診療費 公費分特定診療費

①単位数合計
（④給付単位数）

　特定診療費の保険分単位数の合計を記載
すること。

　特定診療費の公費分単位数の合計を記載
すること。

②単位数単価
（⑤単位数単価）

　10円/単位固定 　10円/単位固定

③給付率
（⑥給付率）

　介護給付費の基準額のうち保険給付を行
う率を百分率で記載すること。

　公費負担の給付を行う率を百分率で記載
すること。

④請求額
（⑦請求額）

　①単位数合計（公費分）に②単位数単価
を乗じた結果に、更に③給付率（公費分）
から③給付率（保険分）を差し引いた率を
乗じた結果（小数点以下切り捨て）から、
⑤利用者負担額（公費分）を差し引いた残
りの額を記載すること。
　公費の給付率が100/100で、保険分と公
費分の①単位数合計が等しい時は、①単位
数合計に②単位数単価を乗じた結果から、
④請求額（保険分）と⑤利用者負担額（公
費分）を差し引いた残りの額を記載するこ
と。

⑤利用者負担額
（⑧利用者負担額）

　①単位数合計（保険分）に②単位数単価
を乗じた結果から、④請求額（保険分、公
費分）と⑤利用者負担額（公費分）を差し
引いた残りの額を記載すること。

　公費負担医療、または介護扶助で本人負
担額がある場合に、その額を記載するこ
と。

　①単位数合計（保険分）に②単位数単価
を乗じた結果に③給付率（保険分）を乗じ
た結果の金額（小数点以下切り捨て）を記
載すること。



（２）項目別の記載要領
　　⑲特定入所者介護（予防）サービス費等（様式第三、第三の二、第四、第四の二、第五、第五の二、
　　　第八、第九及び第十）

項目 記載内容 備考

①サービス内容 　請求対象サービスの内容を識別するため
の名称として介護給付費単位数サービス
コード表のサービス内容略称を記載するこ
と。欄内に書ききれない場合は、食費、居
住費（又は滞在費）と記載するだけでも差
し支えないこと。

②サービスコード 　請求対象サービスに対応するサービス
コード（６桁）を介護給付費単位数サービ
スコード表で確認して記載すること。

③費用単価（円） 　特定入所者が当該月において利用した食
費及び居住費（滞在費）につき、ユニット
型個室、ユニット型準個室、従来型個室及
び多床室の区分に対応する1日あたりの費
用単価（平均的な費用を勘案して厚生労働
大臣が定める額もしくは各施設における現
に要した額の低い方の額）を記載するこ
と。

④負担限度額 　「介護保険負担限度額認定証」又は「介
護保険特定負担限度額認定証」 に記載さ
れた食費及び居住費に係る負担限度額を記
載する。

⑤日数 　③に対応する食事及び居住（滞在を含
む。）の利用に係る日数（外泊日数を含
む）を記載すること。

⑥費用額（円） 　「⑦保険分」に「⑨公費分」と「⑩利用
者負担額」を加えた結果の金額を記載する
こと。

⑦保険分 　「③費用単価」から「④負担限度額」を
控除した結果に「⑤日数」を乗じた結果の
金額を記載すること。

　生活保護の単独請求の場合は、当該項目
は記載しない。

⑧公費日数 　食費及び居住費の区分に対応して公費適
用対象の日数を記載すること。

⑨公費分 　公費適用期間分の利用者負担額を記載す
る。

　生活保護の単独請求の場合は、「③費用
単価」に「⑧公費日数」を乗じた額とな
る。

⑩利用者負担額 　当該月に利用者から現に徴収した額を記
載する。

⑪合計 　「⑥費用額」、「⑨公費分」及び「⑩利
用者負担額」についてそれぞれの行の合計
金額を記載する。

⑫公費分本人負担月額 　生活保護で本人負担額がある場合に、そ
の額を記載すること。

⑬保険分請求額 　「⑦保険分」の合計額を記載すること。

⑭公費分請求額 　「公費分」の合計額から「⑫公費分本人
負担月額を控除した結果の金額を記載する
こと。

２　介護給付費明細書記載に関する事項（様式第二から様式第十まで）



（２）項目別の記載要領
　　⑳社会福祉法人等による軽減欄（様式第二、第二の二、第三、第三の二及び第八）

項目 記載内容 備考

①軽減率 　「社会福祉法人等利用者負担軽減確認
証」に記載された減額割合を百分率で小
数点第一位まで記載すること。

②受領すべき利用者負担の総額
（円）

　請求額集計欄の該当サービス種類の利
用者負担額を転記すること。

　様式第三及び第八においては、特定入
所者介護サービス費等欄の利用者負担
額、様式第三の二においては、特定入所
者介護予防サービス費欄の利用者負担額
を含めないこと。

③軽減額（円） 　「②受領すべき利用者負担の総額
（円）」に「①軽減率」を乗じた結果
（小数点以下切り捨て）を記載するこ
と。

④軽減後利用者負担額（円） 　「②受領すべき利用者負担の総額
（円）」から「③軽減額（円）」を差し
引いた額を記載すること。

⑤備考 　「社会福祉法人等利用者負担軽減確認
証」に記載された確認番号を記載するこ
と。

２　介護給付費明細書記載に関する事項（様式第二から様式第十まで）



２　介護給付費明細書記載に関する事項（様式第二から様式第十まで）
（２）項目別の記載要領
　　(21)請求額集計欄（様式第六の三、第六の四の請求額集計欄の部分）
　　　様式第六の三及び第六の四の請求額集計欄は以下の方法により記載すること。

項目 保険分 公費分

①外部利用型給付上限単位数 　特定施設入居者生活介護（介護予防を含
む）において外部サービス利用型のサービ
スを実施した場合は、要介護状態・要支援
状態ごとに定められた外部サービス利用型
にかかる限度単位数を記載すること。
　特定施設入居者生活介護（介護予防を含
む）において一般型のサービスを実施した
場合、及び地域密着型特定施設入居者生活
介護のサービスを実施した場合は、記載不
要であること。

②外部利用型上限管理対象単位
数

　特定施設入居者生活介護（介護予防を含
む）において外部サービス利用型のサービ
スを実施した場合は、給付費明細欄のサー
ビス単位数の合計を記載すること。
　特定施設入居者生活介護（介護予防を含
む）において一般型のサービスを実施した
場合、及び地域密着型特定施設入居者生活
介護のサービスを実施した場合は、記載不
要であること。

③給付単位数 　特定施設入居者生活介護（介護予防を含
む）において外部サービス利用型のサービ
スを実施した場合は、①外部利用型給付上
限単位数と②外部利用型上限管理対象単位
数のいずれか低いほうの単位数を記載する
こと。
　特定施設入居者生活介護（介護予防を含
む）において一般型のサービスを実施した
場合、及び地域密着型特定施設入居者生活
介護のサービスを実施した場合は、給付費
明細欄のサービス単位数の合計を記載する
こと。

　給付費明細欄の公費対象サービス単位数
の合計を記載すること。

④単位数単価 　事業所所在地における当該サービス種類
の単位数あたり単価を記載すること。

⑤給付率 　介護給付費の基準額のうち保険給付を行
う率を百分率で記載すること。

　公費負担の給付を行う率を百分率で記載
すること。

　③給付単位数（公費分）に④単位数単価
を乗じた結果（小数点以下切り捨て）に、
更に⑤給付率（公費分）から⑤給付率（保
険分）を差し引いた率を乗じた結果（小数
点以下切り捨て）から、⑦利用者負担額
（公費分）を差し引いた残りの額を記載す
ること。
　公費の給付率が100/100で、保険分と公
費分の③給付単位数が等しい時は、③給付
単位数に④単位数単価を乗じた結果（小数
点以下切り捨て）から、⑥請求額（保険
分）と⑦利用者負担額（公費分）を差し引
いた残りの額を記載すること。

⑦利用者負担額 　③給付単位数（保険分）に④単位数単価
を乗じた結果（小数点以下切り捨て）か
ら、⑥請求額（保険分、公費分）と⑦利用
者負担額（公費分）を差し引いた残りの額
を記載すること。

　公費負担医療、または介護扶助で本人負
担額がある場合に、その額を記載するこ
と。

⑥請求額 　③給付単位数（保険分）に④単位数単価
を乗じた結果（小数点以下切り捨て）に⑤
給付率（保険分）を乗じた結果の金額（小
数点以下切り捨て）を記載すること。



４　公費の介護給付費明細書に関する事項
（１）公費の請求が必要な場合における請求明細記載方法の概要
　　①社会福祉法人等による軽減欄（様式第二、第二の二、第三、第三の二及び第八）

区分 適用条件 請求明細記載方法の概要

保険と生活保護の併用 　被保険者が生活保護受給者の場合 　一枚の介護給付費明細書で保険請求と
併せて生活保護の請求額を公費請求欄で
計算

生活保護の単独請求 　被保険者でない生活保護受給者の介護
扶助の現物給付に関する請求を行う場合

　一枚の介護給付費明細書で生活保護の
請求額を公費請求欄で計算

保険と公費負担医療、生活保護
の併用

　生活保護受給者である被保険者が保険
優先公費負担医療の受給者であり、介護
保険の給付対象サービスが当該公費負担
医療の対象となる場合

　一枚目の介護給付費明細書で保険請求
と併せて公費負担医療の請求額計算を行
い、二枚目の介護給付費明細書で生活保
護の請求額を計算

保険と公費負担の併用 　被保険者が保険優先公費負担医療の受
給者であり、介護保険の給付対象サービ
スが当該公費負担医療の対象なる場合。

　一枚の介護給付費明細書で保険請求と
併せて公費負担医療の請求額を公費請求
額欄で計算

生活保護と公費負担医療の併用 　被保険者でない生活保護受給者の介護
扶助の現物給付に関する請求を行う場合
で、生活保護受給者が保険優先公費負担
医療の受給者であり、介護保険の給付対
象サービスが当該公費負担医療の対象な
る場合

　一枚目の介護給付費明細書で公費負担
医療の請求額計算を行い、二枚目の介護
給付費明細書で生活保護の請求額を計算



４．公費の介護給付費明細書に関する事項
（２）各様式と公費併用請求の関係
　　　各様式ごとの公費請求の組み合わせは下表のようになること。

保険 保険 保険 生保
＋生保 ＋生保 ＋公費 ＋公費

＋公費

様式第二 ○ ○ ○ ※○ ※○ ※○ ※１

様式第二の二 ○ ○ ○ ※○ ※○ ※○ ※１

様式第三 ○ ○ ○ ※○ ※○ ※○ ※２

様式第三の二 ○ ○ ○ ※○ ※○ ※○ ※２

様式第四 ○ ○ ○ ※○ ※○ ※○ ※３

様式第四の二 ○ ○ ○ ※○ ※○ ※○ ※３

様式第五 ○ ○ ○ ○ ○ ○

様式第五の二 ○ ○ ○ ○ ○ ○

様式第六 ○ ○ ○

様式第六の二 ○ ○ ○

様式第六の三 ○ ○ ○

様式第六の四 ○ ○ ○

様式第六の五 ○ ○ ○

様式第六の六 ○ ○ ○

様式第七 ○ ○

様式第八 ○ ○ ○ ※○ ※○ ※○ ※２

様式第九 ○ ○ ○ ※○ ※○ ※○ ※３

様式第十 ○ ○ ○ ○ ○ ○

　　　　　　　　　　 （生保：生活保護　公費：公費負担医療）

※１　原爆被爆者対策助成事業による介護の給付並びに特別対策による訪問介護を含む。
※２　原爆被爆者対策助成事業による介護の給付を含む。
※３　公費負担医療は、原爆被爆者の一般医療、被爆体験者精神影響等調査研究事業、
　　水俣病総合対策費補助金の対象となる医療、メチル水銀の健康影響に係る調査研究
　　事業及び茨城県神栖町におけるｼﾞﾌｪﾆﾙｱﾙｼﾝ酸の曝露に起因しないことが明らかな
　　疾病等を除く医療のみ。

保険単独 生保単独 備考



（別表１）

サービス種類
サービス内容
（算定項目）

摘要記載事項 備　　考

「サテライト」の略称として英字２文字を記
載すること。
　例　ＳＴ

　計画上の所要時間を分単位で記載すること。
　例　260分
　単位を省略することも可。
　例　260

　対象者が死亡した日を記載すること。
なお、訪問看護を月の末日に開始しターミナ

ルケアを行い、その翌日に対象者が死亡した場
合は、死亡した年月日を記載すること。
　例　20030501
　（死亡日が2003年5月1日の場合）

病院若しくは診療所または介護保険施設から
退院・退所した年月日又は要介護・要支援認定
を受けた日を記載すること。

　例　20060501
　（退院（所）日が2006年5月1日の場合）

算定回数に応じて居宅訪問日等を記載するこ
と（訪問日等が複数あるときは「、」で区切
る）。

　例　6、20日
　単位を省略することも可。
　例　6、20

病院若しくは診療所または介護保険施設から
退院・退所した年月日又は要介護認定を受けた
日を記載すること。
　例　20060501
　（退院（所）日が2006年5月1日の場合）

福祉用具貸与 別記を参照

　特別地域加算を算定する場合福祉用具貸与を
開始した日付を記載すること。

　例　6日
　単位を省略することも可。
　例　6

　適用理由の番号を摘要欄に左詰めで記載する
こと。
　１　多床室入所

　２　制度改正前入所による経過措置

　３　感染症等により医師が必要と判断した

　　従来型個室への入所者

　４　居住面積が一定以下

　５　著しい精神症状等により医師が必要と

　　判断した従来型個室への入所者

　適用理由の番号を摘要欄に左詰めで記載する
こと。
　１　多床室入所

　２　制度改正前入所による経過措置

　３　感染症等により医師が必要と判断した

　　従来型個室への入所者

　４　居住面積が一定以下

　５　著しい精神症状等により医師が必要と

　　判断した従来型個室への入所者

摘要欄記載事項

サテライト事業所からのサー
ビス提供（訪問介護・訪問看
護・通所介護・介護予防訪問
介護・介護予防訪問看護・介
護予防通所介護・夜間対応型
訪問介護・認知症対応型通所
介護・小規模多機能型居宅介
護・介護予防認知症対応型通
所介護・介護予防小規模多機
能型居宅介護）

訪問介護 身体介護４時
間以上の場合

身体介護４時間以上に
ついては、１回あたりの
点数の根拠を所要時間に
て示すこと。

訪問看護 ターミナルケ
ア加算を算定
する場合

訪問リハビリ
テーション、
介護予防訪問
リハビリテー
ション

短期集中リハ
ビリテーショ
ン実施加算を
算定する場合

居宅療養管理
指導、介護予
防居宅療養管
理指導

通所リハビリ
テーション

短期集中リハ
ビリテーショ
ン実施加算を
算定する場合

福祉用具貸
与、介護予防
福祉用具貸与

特別地域加算
を算定する場
合

短期入所生活
介護、介護予
防短期入所生
活介護

多床室のサー
ビスコードの
適用理由

　一月内で複数の滞在理
由に該当する場合は、最
初の滞在理由を記載する
こと。
　同時に複数の理由（例
えば感染症等による入所
で居住面積が一定以下）
に該当する場合は、最も
小さい番号を記載するこ
と。

短期入所療養
介護、介護予
防短期入所療
養介護

多床室のサー
ビスコードの
適用理由

　一月内で複数の滞在理
由に該当する場合は、最
初の滞在理由を記載する
こと。
　同時に複数の理由（例
えば感染症等による入所
で居住面積が一定以下）
に該当する場合は、最も
小さい番号を記載するこ
と。



特定施設入居
者生活介護、
介護予防特定
施設入居者生
活介護

外部サービス
利用型におけ
る福祉用具貸
与、介護予防
福祉用具貸与

別記を参照

　家庭等への訪問日を記載すること。

　例　20日
　単位を省略することも可。
　例　20

　適用理由の番号を摘要欄に左詰めで記載する
こと。
　１　多床室入所

　２　制度改正前入所による経過措置

　３　感染症等により医師が必要と判断した

　　従来型個室への入所者（30日以内の者）

　４　居住面積が一定以下

　５　著しい精神症状等により医師が必要と

　　判断した従来型個室への入所者

　対象者が死亡した日を記載すること。
　例　20060501
　（死亡日が2006年5月1日の場合）

　家庭等への訪問日を記載すること。
　例　20日
　単位を省略することも可。
　例　20

　訪問看護指示書の交付日を記載すること。
　例　20日
　単位を省略することも可。
　例　20

　適用理由の番号を摘要欄に左詰めで記載する
こと。
　１　多床室入所

　２　制度改正前入所による経過措置

　３　感染症等により医師が必要と判断した

　　従来型個室への入所者（30日以内の者）

　４　居住面積が一定以下

　５　著しい精神症状等により医師が必要と

　　判断した従来型個室への入所者

　当該施設に入所した日を記載すること。
　例　20060501
　（入所日が2006年5月1日の場合）

　他科受診を行った日を記載すること（複数日
行われたときは「、」で区切る）。
　例　6、20日
　単位を省略することも可。
　例　6、20

　家庭等への訪問日を記載すること。
　例　20日
　単位を省略することも可。
　例　20

　訪問看護指示書の交付日を記載すること。
　例　20日
　単位を省略することも可。
　例　20

　適用理由の番号を摘要欄に左詰めで記載する
こと。
　１　多床室入所

　２　制度改正前入所による経過措置

　３　感染症等により医師が必要と判断した

　　従来型個室への入所者（30日以内の者）

　４　居住面積が一定以下

　５　著しい精神症状等により医師が必要と

　　判断した従来型個室への入所者

看取り介護加
算

多床室のサー
ビスコードの
適用理由

　一月内で複数の滞在理
由に該当する場合は、最
初の滞在理由を記載する
こと。
　同時に複数の理由（例
えば感染症等による入所
で居住面積が一定以下）
に該当する場合は、最も
小さい番号を記載するこ
と。

介護福祉施設
サービス、地
域密着型介護
老人福祉施設
サービス

退所前後訪問
相談援助加算

多床室のサー
ビスコードの
適用理由

　一月内で複数の滞在理
由に該当する場合は、最
初の滞在理由を記載する
こと。
　同時に複数の理由（例
えば感染症等による入所
で居住面積が一定以下）
に該当する場合は、最も
小さい番号を記載するこ
と。

退所前後訪問
指導加算

老人訪問看護
指示加算

老人訪問看護
指示加算

多床室のサー
ビスコードの
適用理由

　一月内で複数の滞在理
由に該当する場合は、最
初の滞在理由を記載する
こと。
　同時に複数の理由（例
えば感染症等による入所
で居住面積が一定以下）
に該当する場合は、最も
小さい番号を記載するこ
と。

短期集中リハ
ビリテーショ
ン実施加算、
認知症短期集
中リハビリ
テーション実
施加算を算定
する場合

介護保健施設
サービス

介護療養施設
サービス

他科受診時費
用

退院前後訪問
指導加算



　通所、訪問、宿泊のサービスを提供した日数
を、二桁の数字で続けて記載すること。

　例　100302
　（通所サービスを10日、訪問サービスを3
日、宿泊サービスを2日提供した場合）
　例　150000
　（通所サービスを15日提供し、訪問サービ
ス・宿泊サービスを提供しなかった場合）

割引の率を％の記号をつけて記載すること。
　例　5％
　％を省略することも可。
　例　5

　例　ＳＴ／260／5％（サテライト事業所から260分の訪問介護を5％の割引率で実施した場合。）

介護給付費の割引

　複数の適用記載事項がある場合は、表上の掲載順に従って「／」で区切って記載すること。

小規模多機能
型居宅介護、
介護予防小規
模多機能型居
宅介護

小規模多機能
型居宅介護
費、介護予防
小規模多機能
型居宅介護費
（初期加算を
除く）

同日内に複数のサービス
を提供した場合において
も、それぞれのサービス
で日数を集計し、記載す
ること。（例えば通所と
訪問のサービスを同日に
提供した場合、通所と訪
問のそれぞれで１日とし
て記載すること。）



（別表２）　

項
番

制度 給付対象
法別
番号

資格証明等
公費の
給付率

負担割合
介護保険と関連する

給付対象

1

結核予防法（昭和26
年法律第96号）「一
般患者に対する医
療」

結核に関する治
療・検査等省令
で定めるもの

10 患者票 95

介護保険を優先
し95％までを公
費で負担する

医療機関の短期入所
療養介護、医療機関
の介護予防短期入所
療養介護及び介護療
養施設サービスにか
かる特定診療費

2

結核予防法「従業禁
止、命令入所者の医
療」

従業禁止、命令
入所者に対する
医療 11 患者票 100

介護保険優先
利用者本人負担
額がある

従業禁止者の訪問看
護、介護予防訪問看
護、居宅療養管理指
導、介護予防居宅療
養管理指導

3

障害者自立支援法
（平成17年法律第
123号）「通院医療」

通院による精神
障害の医療

21 受給者証 100

介護保険優先
利用者本人負担
額がある

訪問看護、介護予防
訪問看護

4

障害者自立支援法
「更生医療」

身体障害者に対
する更生医療（ﾘ
ﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ）

15 受給者証 100

介護保険優先
利用者本人負担
額がある

訪問看護、介護予防
訪問看護、医療機関
の訪問リハビリテー
ション、医療機関の
介護予防訪問リハビ
リテーション、医療
機関の通所リハビリ
テーション、医療機
関の介護予防通所リ
ハビリテーション及
び介護療養施設サー
ビス

5

原子爆弾被爆者に対
する援護に関する法
律（平成6年法律第
117号）「一般疾病医
療費の給付」

健康保険と同様
（医療全般）

19 被爆者手帳 100

介護保険優先
残りを全額公費
（※）

介護老人保健施設
サービス含め医療系
サービス（介護予防
サービスを含む）の
全て

6

被爆体験者精神影響
等調査研究事業の実
施について（平成14
年４月１日健発第
0401007号）

被爆体験による
精神的要因に基
づく健康影響に
関連する特定の
精神疾患又は関
連する身体化症
状・心身症のみ

86 受給者証 100

介護保険優先
残りを全額公費
（※）

訪問看護、介護予防
訪問看護、訪問リハ
ビリテーション、介
護予防訪問リハビリ
テーション、居宅療
養管理指導、介護予
防居宅療養管理指
導、通所リハビリ
テーション、介護予
防通所リハビリテー
ション、短期入所療
養介護、介護予防短
期入所療養介護、介
護保健施設サービス
及び介護療養施設
サービスの医療系
サービスの全て

7

特定疾患治療研究事
業について（昭和48
年4月17日衛発第242
号厚生省公衆衛生局
長通知）「治療研究
に係る医療の給付」

特定の疾患のみ

51 受給者証 100

介護保険優先
残りを全額公費
（※）

訪問看護、介護予防
訪問看護、医療機関
の訪問リハビリテー
ション、医療機関の
介護予防訪問リハビ
リテーション、居宅
療養管理指導、介護
予防居宅療養管理指
導及び介護療養施設
サービス

保険優先公費の一覧（適用優先度順）



8

先天性血液凝固因子
障害等治療研究事業
について（平成元年7
月24日健医発第896
号厚生省保健医療局
長通知）「治療研究
に係る医療の給付」

同上

51 受給者証 100

同上 同上

9

「水俣病総合対策費
の国庫補助につい
て」（平成４年４月
30日環保業発第227
号環境事務次官通
知）「療養費及び研
究治療費の支給」

水俣病発生地域
において過去に
通常のレベルを
超えるメチル水
銀の曝露を受け
た可能性のある
者における水俣
病にもみられる
症状に関する医
療

88
　医療手帳、
保健手帳

100

介護保険優先
残りを全額公費
（※）

介護老人保健施設
サービス含め医療系
サービス（介護予防
サービスを含む）の
全て（ただし、介護
老人保健施設サービ
スにおいては緊急時
施設療養費に限る）

10

「メチル水銀の健康
影響に係る調査研究
事業について」（平
成17年５月24日環保
企発第050524001号
環境事務次官通知）
「研究治療費の支
給」

メチル水銀の曝
露に起因するも
のでないことが
明らかなものを
除く疾病等の医
療

88 医療手帳 100

介護保険優先
残りを全額公費
（※）

介護老人保健施設
サービス含め医療系
サービス（介護予防
サービスを含む）の
全て（ただし、介護
老人保健施設サービ
スにおいては緊急時
施設療養費に限る）

11

「茨城県神栖町にお
ける有機ヒ素化合物
による環境汚染及び
健康被害に係る緊急
措置事業要綱」につ
いて（平成15年６月
６日環保企発第
030606004号環境事
務次官通知）「医療
費の支給」

茨城県神栖町に
おけるｼﾞﾌｪﾆﾙｱﾙ
ｼﾝ酸の曝露に起
因する疾病等の
医療

87 医療手帳 100

介護保険優先
残りを全額公費
（※）

介護老人保健施設
サービス含め医療系
サービス（介護予防
サービスを含む）の
全て（ただし、介護
老人保健施設サービ
スにおいては緊急時
施設療養費に限る）

12

石綿による健康被害
の救済に関する法律
（平成18年法律第4
号）「指定疾病に係
る医療」

指定疾病に係る
医療

66
石綿健康被害
医療手帳

100

介護保険優先
残りを全額公費

介護老人保健施設
サービス含め医療系
サービス（介護予防
サービスを含む）の
全て（ただし、介護
老人保健施設サービ
スにおいては緊急時
施設療養費に限る）

13

特別対策（障害者施
策）「経過措置」

障害者施策利用
者への支援措置

57 受給者証 97

介護保険優先し
残りの７％を公
費で負担する

訪問介護、介護予防
訪問介護、夜間対応
型訪問介護

14

特別対策（障害者施
策）「全額免除」

障害者施策利用
者への支援措置 58 受給者証 100

介護保険優先
残りを全額公費

訪問介護、介護予防
訪問介護、夜間対応
型訪問介護

15

原爆被爆者の訪問介
護利用者負担に対す
る助成事業について
（平成12年３月17日
健医発第475号厚生省
保健医療局長通知）
「介護の給付」

低所得者の被爆
者に対する訪問
介護、介護予防
訪問介護 81

被爆者
健康手帳

100

介護保険優先
残りを全額公費
（※）

訪問介護、介護予防
訪問介護



16

原爆被爆者の介護保
険等利用者負担に対
する助成事業につい
て（平成12年３月17
日健医発第476号厚生
省保健医療局長通
知）「介護の給付」

被爆者に対する
介護福祉施設
サービス等、地
域密着型介護老
人福祉施設サー
ビス、通所介
護、介護予防通
所介護、短期入
所生活介護、介
護予防短期入所
生活介護、認知
症対応型通所介
護及び介護予防
認知症対応型通
所介護

81
被爆者

健康手帳
100

介護保険優先
残りを全額公費
（※）

介護福祉施設サービ
ス、地域密着型介護
老人福祉施設サービ
ス、通所介護、介護
予防通所介護、短期
入所生活介護、介護
予防短期入所生活介
護、認知症対応型通
所介護及び介護予防
認知症対応型通所介
護

17

生活保護法の「介護
扶助」

介護保険の給付
対象サービス 12 介護券 100

介護保険優先
利用者本人負担
額がある

介護保険の給付対象
と同様

※　ただし、保険料滞納による介護給付等の額の減額分については公費負担しない。



（別記）

介護保険請求時の福祉用具貸与における商品コード等の
介護給付費明細書の記載について

　介護給付費明細書へ記載するコードについては、テクノエイド協会が付しているＴＡＩＳ
コード又はＪＡＮコードを有している商品についてはいずれかのコードを記載することとす
ること。
　また、両方のコードを有している商品については、どちらのコードを記載しても差し支え
ないこと。

１　（財）テクノエイド協会が構築している福祉用具情報システムに登録をしている商品に
　について
　(1)　既にテクノエイド協会で付している番号の内、企業コード（５桁）及び商品コード
　　（６桁）を左詰で記載すること。その際に企業コードと商品コードの間は「－」でつな
　　ぐこととすること。
　(2)　２以上コードを有している商品については、どの種別で保険請求しているかという観
　　点からコードを記載すること。
２　ＪＡＮコードを取得している商品については、ＪＡＮコードを左詰で記載
３　いずれのコードも有していない商品については、次のとおりローマ字で記載
　(1)　メーカー名と商品名を英字（ヘボン式で大文字）で記載し、その間は「－」でつなぐ
　　こととすること。
　　　なお、最初の１０桁はメーカー名、残りの９桁については商品名とすること。
　(2)　メーカー名の記載については、株式会社等の各企業で共通するような名称を除き、次
　　頁に定める変換方法により英字（ヘボン式で大文字）で記載
　（例）アメリカベッドメディカルサービス株式会社　→　AMERIKABET
            株式会社松本製作所 　　　　　　　　       　 →　MATSUMOTOS
　(3)　商品名の記載については、型番を有している商品については型番を記載し、型番がな
　　い商品については、商品名を別紙に定める変換方法により英字（ヘボン式で大文字）で
　　記載（ヘボン式については次表を参照のこと。）
　（例）自走式車いす    ＡＡ－１２                →　AA－12
          　　　　　　　　アルミ製標準車          →　ARUMISEIH

（参考）    ＪＡＮコードとは、「国コード」、「商品メーカーコード」、「商品アイテムコ
　　　　ード」、「チェックデジット」からなる商品識別コードであること。このコードは、
　　　　店舗等で商品に印刷されているバーコードの一つであること。



（別紙）

あ  い う  え  お や  い  ゆ  え  よ
 A   I   U   E   O YA  I   YU  E   YO
か  き  く　け   こ ら   り る　れ  ろ

か行 KA  KI  KU  KE  KO ら行 RA  RI  RU  RE  RO
きゃ  きゅ   きょ りゃ  りゅ  りょ
KYA   KYU   KYO RYA   RYU   RYO
さ　し　す  せ  そ  わ ゐ  う ゑ  を

さ行 SA  SHI  SU  SE  SO わ行 WA  I   U   E   O
しゃ  しゅ  しょ  ん
SHA   SHU   SHO ん N(M)
た   ち　 つ   て　と が  ぎ  ぐ　げ  ご

た行 TA  CHI  TSU  TE  TO が行 GA  GI  GU  GE  GO
ちゃ  ちゅ　ちょ ぎゃ  ぎゅ　ぎょ
CHA   CHU   CHO GYA   GYU   GYO
な  に  ぬ　ね  の ざ  じ  ず  ぜ  ぞ

な行 NA  NI  NU  NE  NO ざ行 ZA  JI  ZU  ZE  ZO
にゃ  にゅ　にょ じゃ じゅ じょ
NYA   NYU   NYO JA    JU    JO
は  ひ  ふ   へ  ほ だ  ぢ  づ  で　ど

は行 HA  HI  FU  HE  HO DA  JI  ZU  DE  DO
ひゃ  ひゅ　ひょ ば  び  ぶ　べ　ぼ
HYA   HYU   HYO ば行 BA  BI  BU  BE  BO
ま　み  む　め　も びゃ  びゅ　びょ

ま行 MA  MI  MU  ME  MO BYA   BYU   BYO
みゃ　みゅ　みょ ぱ  ぴ  ぷ  ぺ  ぽ
MYA   MYU   MYO ぱ行 PA  PI  PU  PE  PO

ぴゃ  ぴゅ  ぴょ
PYA   PYU   PYO

１　撥音　ヘボン式ではＢ、Ｍ、Ｐの前にＮの代わりにＭをおく。
　　ＮＡＭＢＡ難波（なんば）　ＨＯＭＭＡ本間（ほんま）　ＳＡＭＰＥＩ三瓶（さんぺい）
２　促音　子音を重ねて示す。
　　ＨＡＴＴＯＲＩ服部（はっとり）　ＫＩＫＫＡＷＡ吉川（きっかわ）
　　ただし、チ（ＣＨＩ）、チャ（ＣＨＡ）、チュ（ＣＨＵ）、チョ（ＣＨＯ）音に限り、そ
　の前にＴを加える。
　　ＨＯＴＣＨＩ発地（ほっち）　ＨＡＴＣＨＯ（はっちょう）

あ行 や行

だ行



（別表３）

名称
識別
番号

感染対策指導管理 01
褥瘡管理 34
初期入院診療管理 05

患者の状態 記号
イ 　常時頻回の喀痰吸引を実施している状態 イ
ロ 　呼吸障害等により人工呼吸器を使用している状態 ロ
ハ 　中心静脈栄養を実施しており、かつ、強心薬等の薬剤を

投与している状態
ハ

ニ 　人工腎臓を実施しており、かつ、重篤な合併症を有する
状態 ニ

ホ 　重篤な心機能障害、呼吸障害等により常時モニター測定
を実施している状態 ホ

へ 　膀胱又は直腸の機能障害の程度が身体障害者福祉法施行
規則別表第５号に掲げる身体障害者障害程度等級表の４級
以上に該当し、かつ、ストーマの処置を実施している状態

ヘ

特定施設管理 02
特定施設管理個室加算 03
特定施設管理２人部屋加算 04
重症皮膚潰瘍管理指導 06
介護栄養食事指導 08

特別薬剤管理指導加算 10
医学情報提供（Ⅰ） 11
医学情報提供（Ⅱ） 12
理学療法（Ⅰ） 14
理学療法（ⅡⅠ） 16
理学療法（ⅢⅡ） 18
理学療法（ⅣⅢ） 19
理学療法日常生活活動訓練加算 36
理学療法リハビリ計画加算

20

理学療法日常動作訓練指導加算 22
理学療法リハビリ体制強化加算 48
作業療法（Ⅰ） 23
作業療法（Ⅱ） 25
作業療法日常生活活動訓練加算 37
作業療法リハビリ計画加算

27

作業療法日常動作訓練指導加算 29
作業療法リハビリ体制強化加算 49
言語聴覚療法（Ⅰ） 38
言語聴覚療法（Ⅱ） 39
言語聴覚療法リハビリ体制強化
加算 50

理学療法（Ⅰ）（減算）
40

理学療法（ⅡⅠ）（減算）
41

理学療法（ⅢⅡ）（減算） 42
理学療法（ⅣⅢ）（減算） 43
作業療法（Ⅰ）（減算） 44
作業療法（Ⅱ）（減算） 45
言語聴覚療法（Ⅰ）（減算） 46
言語聴覚療法（Ⅱ）（減算） 47
摂食機能療法 31
リハビリマネジメント加算

51

精神科作業療法 32
認知症老人入院精神療法 33

52

短期集中リハビリ加算

特定診療費識別一覧

摘要欄記載事項、算定条件その他

１日につき算定

１日につき算定

入院中１回（又は２回）算定

重度療養管理

35

摘要欄に患者の状態（イからヘまで）を記載すること。なお、複数の状態に
該当する場合は主たる状態のみを記載すること。

　例　ハ

１日につき算定
１日につき算定
同上
同上
１日につき算定
月１回を限度として算定

薬剤管理指導

09

摘要欄に算定日を記載すること。
　例　６日、20日　単位を省略することも可。
　例　６、20
月４回を限度として算定

理学療法（Ⅰ）～（ⅢⅡ）１回につき算定

１回につき算定
同上
同上
１回（20分以上実施を条件とする）につき（１日３回を限度）算定
１回（20分以上実施を条件とする）につき（１日３回を限度）算定
同上
同上

１回（20分以上実施を条件とする）につき（１日３回を限度）算定

月１回を限度（発症の月に限り）として算定

月１回を限度として算定

１回（20分以上実施を条件とする）につき（1日3回を限度）算定
１回（20分以上実施を条件とする）につき（1日3回を限度）算定

理学療法（Ⅰ）１回につき算定

作業療法１回につき算定

作業療法（Ⅰ）～（Ⅱ）１回につき算定
月１回を限度（発症の月に限り）として算定

月１回を限度として算定

１回（20分以上実施を条件とする）につき（１日３回を限度）算定

個別リハビリテーションの合計回数が月10回を超えた場合に、11回目以降
に算定

利用を開始又は入院した日から起算して4月を超えた期間において、個別リ
ハビリテーションの合計回数が月10回を超えた場合に、11回目以降に算定

同上

言語聴覚療法１回につき算定

同上
同上
同上
同上
同上
１日につき（月４回を限度）算定

１日につき算定
１週間につき算定

理学療法、作業療法、言語聴覚療法又は摂食機能療法を行った場合、１日に
つき算定

摘要欄に当該施設に入院した日付を記載すること。
　例　20060501
　　（入院日が2006年5月1日の場合）

理学療法、作業療法、言語聴覚両方又は摂食機能療法を行った場合、１日に
つき算定
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○ 指定居宅サービス事業者等による介護給付費の割引の取扱いについて(平成 年老企第 号)12 39

改 正 後 改 正 前

基本的考え方 基本的考え方1 1
介護保険法においては、保険者は要介護認定又は要支援認定を受けた 介護保険法においては、保険者は要介護認定又は要支援認定を受けた

被保険者が介護サービス事業、介護予防サービス事業、地域密着型サー 被保険者が介護サービス事業を行う事業者等から介護サービスを受けた

ビス事業又は地域密着型介護予防サービス事業を行う事業者等から介護 ときに、当該サービスに要した費用について介護給付費を支払うことと

サービス等を受けたときに、当該サービスに要した費用について介護給 しており、厚生労働大臣が定める基準により算定した額が現に要した費

付費を支払うこととしており、厚生労働大臣が定める基準により算定し 用の額を超えるときは、当該現に要した費用の額についてその９割に相

た額が現に要した費用の額を超えるときは、当該現に要した費用の額に 当する額を支払うこととされていること。

ついてその９割に相当する額を支払うこととされていること。 こうしたことから、事業者等が厚生労働大臣が定める基準により算定

こうしたことから、事業者等が厚生労働大臣が定める基準により算定 した額より低い費用の額で介護サービスを提供することが可能であるこ

した額より低い費用の額で介護サービス等を提供することが可能である と。

こと。

なお、介護保険サービスを提供する事業者は、運営基準において法定 なお、介護保険サービスを提供する事業者は、運営基準において法定

代理受領サービスに該当しないサービスの利用料と法定代理受領サービ 代理受領サービスに該当しないサービスの利用料と法定代理受領サービ

スに該当する介護保険サービスの費用額との間に、不合理な差額を設け スに該当する介護保険サービスの費用額との間に、不合理な差額を設け

てはならないとされていること。特に訪問看護等の医療系サービスにつ てはならないとされていること。特に訪問看護等の医療系サービスにつ

いては、全国統一単価である診療報酬との間で、一般的には価格差を設 いては、全国統一単価である診療報酬との間で、一般的には価格差を設

けることはないものと考えられること。 けることはないものと考えられること。

具体的な設定方法について 具体的な設定方法について2 2
① 事業者等による低い費用の額の設定については、介護保険事務処理 ① 事業者等による低い費用の額の設定については、介護保険事務処理

システム等に配慮しつつ、事業者の裁量の範囲をできる限り広くする システム等に配慮しつつ、事業者の裁量の範囲をできる限り広くする

方法が採用されるべきであることから 「事業所毎、介護サービス等 方法が採用されるべきであることから 「事業所毎、介護サービスの、 、

の種類毎に「厚生労働大臣が定める基準」における単位に対する百分 種類毎に「厚生労働大臣が定める基準」における単位に対する百分率

率による割引率(〇〇％)を設定する 」 による割引率(〇〇％)を設定する 」。 。

方法とすること。 方法とすること。

(例) (例)

「厚生労働大臣が定める基準」で 単位の介護サービス等を提 「厚生労働大臣が定める基準」で 単位の介護サービスを提供100 100
供する際に、 ％の割引を行う場合。(その他地域「 単位＝ 円」 する際に、５％の割引を行う場合。(その他地域「１単位＝ 円」5 1 10 10
の場合) の場合)

事業所毎、介護サービス等の種類毎に定める割引率( ％)を 単 事業所毎、介護サービス種類毎に定める割引率(５％)を 単位5 100 100
位から割り引いた 単位を基に、保険請求額及び利用者負担額が決 から割り引いた 単位を基に、保険請求額及び利用者負担額が決定95 95
定される。 される。
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保険請求額：( 単位× )× 円／単位× ＝ 円 保険請求額：( 単位× )× 円／単位× ＝ 円100 0.95 10 0.9 855 100 0.95 10 0.9 855
利用者負担額：( 単位× )× 円／単位－ ＝ 円 利用者負担額：( 単位× )× 円／単位－ ＝ 円100 0.95 10 855 95 100 0.95 10 855 95
利用者は割り引かれた５単位分を他の介護サービスに使用すること 利用者は割り引かれた５単位分を他の介護サービスに使用すること

ができる。 ができる。

② 「同じような時間帯に利用希望が集中するため効率よく訪問できな ② 「同じような時間帯に利用希望が集中するため効率よく訪問できな

い」などの指摘を踏まえ、例えば訪問入浴介護事業所が昼間の閑散期 い」などの指摘を踏まえ、例えば訪問入浴介護事業所が昼間の閑散期

に割引を実施するなど、ひとつのサービス種類に複数の割引率を弾力 に割引を実施するなど、ひとつのサービス種類に複数の割引率を弾力

的に設定することができることとする。具体的な設定方法は以下のと 的に設定することができることとする。具体的な設定方法は以下のと

おりとする。 おりとする。

イ サービス提供の時間帯による複数の割引率の設定（午後 時 イ サービス提供の時間帯による複数の割引率の設定（午後２時か2
から午後 時までなど） ら午後４時までなど）4

ロ 曜日による複数の割引率の設定（日曜日など） ロ 曜日による複数の割引率の設定（日曜日など）

ハ 暦日による複数の割引率の設定（ 月 日など） ハ 暦日による複数の割引率の設定（１月１日など）1 1
③ 割引の実施に当たっては、以下に掲げる要件を満たす必要があるこ ③ 割引の実施に当たっては、以下に掲げる要件を満たす必要があるこ

と。 と。

イ 当該割引が合理的であること イ 当該割引が合理的であること

ロ 特定の者に対し不当な差別的取扱いをしたり、利用者のニーズ ロ 特定の者に対し不当な差別的取扱いをしたり、利用者のニーズ

に応じた選択を不当に歪めたりするものでないこと に応じた選択を不当に歪めたりするものでないこと

ハ 居宅介護支援事業所及び介護予防支援事業所における給付管理 ハ 居宅介護支援事業所における給付管理を過度に複雑にしないこ

を過度に複雑にしないこと と

割引率の届出・周知について 割引率の届出・周知について3 3
事業者による事業所毎の低い費用の額の設定については、利用者、居 事業者による事業所毎の低い費用の額の設定については、利用者及び

宅介護支援事業者及び介護予防支援事業所が居宅サービス計画及び介護 居宅介護支援事業者が居宅サービス計画を作成する際に必要な情報とな

予防サービス計画を作成する際に必要な情報となることから、事業者は ることから、事業者は事業所毎に設定する費用の額について、通常の事

事業所毎に設定する費用の額について、通常の事業の実施地域の所在す 業の実施地域の所在する都道府県に事前に届出を行い、当該届出を受け

る都道府県（地域密着型サービスにおいては市町村（特別区を含む。以 た都道府県は当該割引の設定状況について、 への掲載等のWAM NET
下同じ ）に事前に届出を行い、当該届出を受けた都道府県又は市町 手段により周知を図る必要があること。。）

村は当該割引の設定状況について、 への掲載等の手段によWAM NET
り周知を図る必要があること。

届出に際しては 「指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関す 届出に際しては 「指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関す、 、

る基準、指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準、指定 る基準、指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準及び指

施設サービス等に要する費用の額の算定に関する基準、指定介護予防サ 定施設サービス等に要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う介

ービスに要する費用の額の算定に関する基準、指定地域密着型サービス 護給付費算定に係る体制等に関する届出における留意点について(平成

に要する費用の額の算定に関する基準及び指定地域密着型介護予防サー 年老企第 号)の（別紙５ 「指定居宅サービス事業者等による介護12 41 ）

ビスに要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う介護給付費算定 給付費の割引に係る割引率の設定について」により届け出ることとし、
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に係る体制等に関する届出における留意点について(平成 年老企第 サービス種類ごとに複数の割引率を設定する場合には、その適用条件を12
号)の（別紙 「指定居宅サービス事業者等による介護給付費の割 明確に記載すること。41 5）

引に係る割引率の設定について」及び（別紙 － 「地域密着型サー5 2）
ビス事業者又は地域密着型介護予防サービス事業者による介護給付費の

割引に係る割引率の設定について」により届け出ることとし、サービス

種類ごとに複数の割引率を設定する場合には、その適用条件を明確に記

載すること。

また、その際の事務手続き、居宅介護支援事業者等及び介護予防支援 また、その際の事務手続き、居宅介護支援事業者等への周知等に時間

事業者への周知等に時間を要することが想定されることから、事業者に を要することが想定されることから、事業者による事業所毎の低い費用

15よる事業所毎の低い費用の額の設定については、事業者からの都道府県 の額の設定については、事業者からの都道府県への当該届出が毎月

への当該届出が毎月 日以前になされた場合には翌月から、 日以降 日以前になされた場合には翌月から、 日以降になされた場合には翌15 16 16
になされた場合には翌々月から適用するものとして運用することが適切 々月から適用するものとして運用することが適切であること。

であること。

、 、ただし 平成 年 月から算定を開始する加算等の届出については18 4
上記にかかわらず、 月中に届出が受理された時点で、ケアプランを見4
直し、見直し後のプランに対して、利用者の同意を得られれば、 月１4
日にさかのぼって、加算を算定できることとする。

その他 その他4 4
本通知に係る内容については、既に国民健康保険団体連合会を含め、 本通知に係る内容については、既に国民健康保険団体連合会を含め、

関係各部署と調整済みであるので、申し添える。 関係各部署と調整済みであるので、申し添える。



栄養マネジメント加算及び経口移行加算等に関する事務処理手順例及び様式例の提示について 
老老発第 0907002 号 平成１７年９月７日 厚生労働省老健局老人保健課長通知 

 
改正案 現行 

栄養マネジメント加算及び経口移行加算等に関する事務処理手順例

及び様式例の提示について 
栄養マネジメント加算及び経口移行加算に関する事務処理手順例及

び様式例の提示について 
 
今般、介護保険法等の一部を改正する法律（平成 17 年法律第 77 号）

第２条が平成 17 年 10 月 1 日から施行され、居住費・食費が介護保

険給付の対象外となったところであるが、それにあわせ、高齢者の低

栄養状態等の予防・改善のために、個別の高齢者の栄養健康状態に着

目した栄養ケア・マネジメントの実施を、栄養マネジメント加算とし

て評価することとしたところである。 
栄養マネジメント加算の算定については、別に通知する「指定居宅

サービスに要する費用の額の算定に関する基準（短期入所サービス及

び特定施設入居者生活介護に係る部分）及び指定施設サービス等に要

する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項に

ついて」（平成１２年老企第４０号）において示しているところであ

るが、今般、事務処理手順例及び様式例を下記のとおりお示しするの

で、御了知の上、管下市町村、関係団体、関係機関にその周知を図ら

れたい。 
当該事務処理手順例及び様式例は、栄養ケア・マネジメントの適切

な実施に資するよう一つの参考例としてお示しするに止まるもので

あり、当該事務処理手順例及び様式例によらない場合であっても、適

正に個別の高齢者の栄養健康状態に着目した栄養ケア・マネジメント

が実施できている場合においては、介護報酬上算定上評価して差し支

えないものであるので念のため申し添える。 
 

 
今般、介護保険法等の一部を改正する法律（平成 17 年法律第 77 号）

第２条が平成 17 年 10 月 1 日から施行され、居住費・食費が介護保

険給付の対象外となったところであるが、それにあわせ、高齢者の低

栄養状態等の予防・改善のために、個別の高齢者の栄養健康状態に着

目した栄養ケア・マネジメントの実施を、栄養マネジメント加算とし

て評価することとしたところである。 
栄養マネジメント加算の算定については、別に通知する「指定居宅

サービスに要する費用の額の算定に関する基準（短期入所サービス、

認知症対応型共同生活介護及び特定施設入所者生活介護に係る部分）

及び指定施設サービス等に要する費用の額の算定に関する基準の制

定に伴う実施上の留意事項について」（平成１２年老企第４０号）に

おいて示しているところであるが、今般事務処理手順例及び様式例を

下記の通りお示しするので、御了知の上、管下市町村、関係団体、関

係機関にその周知を図られたい。 
当該事務処理手順例及び様式例は、栄養ケア・マネジメントの適切

な実施に資するよう一つの参考例としてお示しするに止まるもので

あり、当該事務処理手順例及び様式例によらない場合であっても、適

正に個別の高齢者の栄養健康状態に着目した栄養ケア・マネジメント

が実施できている場合においては、介護報酬上算定上評価して差し支

えないものであるので念のため申し添える。 
 

記 記 



改正案 現行 
 
１．栄養ケア・マネジメントの実務等について 
（１）栄養ケア・マネジメントの体制 

 
同右 

 
１．栄養ケア・マネジメントの実務等について 
（１）栄養ケア・マネジメントの体制 

ア．栄養ケア・マネジメントは、ヘルスケアサービスの一環とし

て、個々人に最適な栄養ケアを行い、その実務遂行上の機能や

方法手順を効率的に行うための体制をいう。 
イ．施設長は、医師、管理栄養士、看護師及び介護支援専門員そ

の他の職種が共同して栄養ケア・マネジメントを行う体制を整

備すること。 
ウ．施設長は、各施設における栄養ケア・マネジメントに関する

手順（栄養スクリーニング、栄養アセスメント、栄養ケア計画、

モニタリング、評価等）をあらかじめ定める。 
エ．管理栄養士は、入所者又は入院患者（以下「入所（院）者」

という。）に適切な栄養ケアを効率的に提供できるよう関連職種

との連絡調整を行う。 
オ．施設長は、栄養ケア・マネジメント体制に関する成果を含め

て評価し、改善すべき課題を設定し、継続的な品質改善に努め

る。 
 

（２）栄養ケア・マネジメントの実務 
 
 

同右 
 
 
 
 
 
 
 

（２）栄養ケア・マネジメントの実務 
ア．入所（院）時における栄養スクリーニング 

介護支援専門員は、管理栄養士と連携して、入所(院)者の入所

（院）後遅くとも１週間以内に、関連職種と共同して、低栄養

状態のリスクを把握する（以下「栄養スクリーニング」という。）。

なお、栄養スクリーニングは、別紙１の様式例を参照の上、作

成する。 
 
イ．栄養アセスメントの実施 

管理栄養士は、栄養スクリーニングを踏まえ、入所（院）者



改正案 現行 
 
 
 
 
 
同右 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

毎に解決すべき課題を把握する(以下「栄養アセスメント」とい

う。)。栄養アセスメントの実施にあたっては、別紙２の様式例

を参照の上、作成する。この際、栄養スクリーニングに基づき

低リスク者と判断された場合は、別紙２中の（Ⅰ）のみに、中

リスク又は、高リスク者と判断された場合は、別紙２中の（Ⅰ）

及び（Ⅱ）に必要事項を記入する。 
 
ウ．栄養ケア計画の作成 
① 管理栄養士は、上記の栄養アセスメントに基づいて、入所

（院）者のⅰ）栄養補給（補給方法、エネルギー・たんぱく

質・水分の補給量、療養食の適用、食事の形態等食事の提供

に関する事項等）、ⅱ）栄養食事相談、ⅲ）課題解決のための

関連職種の分担等について、関連職種と共同して、栄養ケア

計画を作成する。 
② 管理栄養士は、サービス担当者会議（入所（院）者に対す

る施設サービスの提供に当たる担当者の会議）に出席し、栄

養ケア計画原案を報告し、関連職種との話し合いのもと、栄

養ケア計画を完成させる。栄養ケア計画の内容を、施設サー

ビス計画にも適切に反映させる。 
③ 医師は、栄養ケア計画の実施に当たり、その同意等を確認

する。 
 

エ．入所（院）者及び家族への説明  
 介護支援専門員は、サービスの提供に際して、施設サービス

計画に併せて栄養ケア計画を入所（院）者又は家族に説明し、

サービス提供に関する同意を得る。 
 
オ．栄養ケアの実施 
① サービスを担当する関連職種は、医師の指導等に基づき栄

養ケア計画に基づいたサービスの提供を行う。 



改正案 現行 
 
 
 
 
 
同右 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

② 管理栄養士は、食事の提供に当たっては、給食業務の実際

の責任者としての役割を担う者（管理栄養士、栄養士、調理

師等）に対して、栄養ケア計画に基づいて個別対応した食事

の提供ができるように説明及び指導する。なお、給食業務を

委託している場合においては、委託業者の管理栄養士等との

連携を図る。 
③ 管理栄養士は、栄養ケア計画に基づいて、栄養食事相談を

実施する。 
④ 管理栄養士は、関連職種と共同して食事摂取状況や食事に

関するインシデント・アクシデントの事例等の把握を行う。 
⑤ 管理栄養士は、栄養ケア提供の主な経過を記録する。記録

の内容は、栄養補給（食事の摂取量等）の状況や内容の変更、

栄養食事相談の実施内容、課題解決に向けた関連職種のケア

の状況等について記録する。栄養ケア提供の経過は、別紙４

の様式例を参照の上、作成する。 
 

カ．実施上の問題点の把握 
関連職種は、栄養ケア計画の変更が必要となる状況を適宜把

握する。栄養ケア計画の変更が必要になる状況が確認された場

合には、対応する関連の職種へ報告するとともに計画の変更を

行う。 
 
キ．モニタリングの実施 
① モニタリングは、栄養ケア計画に基づいて、低栄養状態の

低リスク者は３か月毎、低栄養状態の高リスク者及び栄養補

給法の移行の必要性がある者の場合には、２週間毎等適宜行

う。ただし、低栄養状態の低リスク者も含め、体重は１か月

毎に測定する。 
② 関連職種は、長期目標の達成度、体重等の栄養状態の改善



改正案 現行 
 
 
 
 
同右 
 
 

状況、栄養補給量等をモニタリングし、総合的な評価判定を

行うとともに、サービスの質の改善事項を含めた、栄養ケア

計画の変更の必要性を判断する。モニタリングの記録は、別

紙５の様式例を参照の上、作成する。 
 

ク．再栄養スクリーニングの実施 
介護支援専門員は、管理栄養士と連携して、低栄養状態のリス

クにかかわらず、栄養スクリーニングを３か月毎に実施する。 
 
ケ．栄養ケア計画の変更及び退所（院）時の説明等 
栄養ケア計画の変更が必要な場合には、管理栄養士は、介護支

援専門員に、栄養ケア計画の変更を提案し、サービス担当者会議

等において計画の変更を行う。計画の変更については、入所（院）

者又は家族へ説明し同意を得る。 
また、入所（院）者の退所（院）時には、総合的な評価を行い、

その結果を入所（院）者又は家族に説明するとともに、必要に応

じて居宅介護支援専門員や関係機関との連携を図る。 
 

３．経口移行加算等について 
経口移行加算にかかる経口移行計画及び経口維持加算に係る経口

維持計画については、別紙３の栄養ケア計画の様式例を準用する。

なお、栄養マネジメント加算を算定している入所（院）者にあっ

ては、栄養ケア計画と一体のものとして作成する。 

３．経口移行加算について 
 経口移行にかかる経口移行計画については、別紙３の栄養ケア計

画の様式例を準用する。 
なお、栄養マネジメント加算を算定している入所（院）者にあって

は、栄養ケア計画と一体のものとして作成する。 
 



○認知症専門棟に係る施設基準について（平成１２年老健第１１５号） 
 

改正案 現行 
認知症老人のうち、特に問題行動の著しい認知症老人の処遇を行う

のにふさわしい施設（以下「認知症専門棟」という。）に係る基準に

関しては、「厚生労働大臣が定める施設基準」(平成 12 年厚生省告示

第26号)第十号及び第三十七号において規定されているところである

が、その他必要な事項については、同告示によるほか、下記によるこ

ととするので、その取扱いに遺憾のないよう関係機関等に周知徹底を

図られたい。 
 

認知症老人のうち、特に問題行動の著しい認知症老人の処遇を行う

のにふさわしい施設（以下「認知症専門棟」という。）に係る基準に

関しては、「厚生労働大臣が定める施設基準を定める件」(平成 12 年 2
月厚生省告示第26号)第五号及び第十号において規定されているとこ

ろであるが、その他必要な事項については、同告示によるほか、下記

によることとするので、その取扱に遺憾のないよう関係機関等に周知

徹底を図られたい。 
 

記 
認知症専門棟は、前記告示において規定された施設又は設備に関す

る基準を満たすことのほか、次に掲げるところによるものとするこ

と。 
１ 徘徊老人のための施設として、老人の見当識(方向、場所、周囲

の状況等を正しく理解する能力)に配慮した行動しやすい回廊式廊

下等を可能な限り設けること。 
 
２ 「介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基

準」（平成 11 年厚生省令第 40 号。以下「基準省令」という。）第 3
条に定める施設のうち、療養室、洗面所、便所、サービスステーシ

ョン及び汚物処理室は、認知症専門棟の定員に応じ設置すること。

記 
認知症専門棟は、前記告示において規定された施設又は設備に関す

る基準を満たすことのほか、次に掲げるところによるものとするこ

と。 
１ 徘徊老人のための施設として、老人の見当識(方向、場所、周囲

の状況等を正しく理解する能力)に配慮した行動しやすい回廊式廊

下等を可能な限り設けること。 
 
２ 「介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基

準」（平成 11 年厚生省令第 40 号。以下「基準省令」という。）第 3
条に定める施設のうち、療養室、洗面所、便所、サービスステーシ

ョン及び汚物処理室は、認知症専門棟の定員に応じ設置すること。 



また、基準省令第 3 条第 2 項第一号のトにより、療養室にナース・

コールを設けることとされているが、認知症専門棟の療養室に限り

設けなくても差し支えないこと。 
 

３．基準省令第 3 条に定める施設のうち、診察室、機能訓練室、談話

室、食堂、浴室、レクリエーション・ルーム、調理室及び洗濯室は、

介護老人保健施設の認知症専門棟とそれ以外の部分の定員に応じ

て、いずれか又は双方に設置して差し支えないこと。 
 
４．認知症専門棟の従業者の勤務体制を定めるに当たっては、継続性

を重視したサービスの提供に配慮しなければならない。これは、従

業者が一人一人の入所者について、個性、心身の状況、生活歴など

を具体的に把握した上で、その日常生活上の活動を適切に援助する

ためにはいわゆる「馴染みの関係」が求められることによる。 
このため、入所者と「馴染みの関係」を構築し、適切なケアを提供する

ため、少人数の認知症の入所者のグループを対象として、特定の職員を

固定的に配置する人員体制を採っていることを、当該加算の算定要件と

したところである。 

 

また、基準省令第 3 条第 2 項第一号のトにより、療養室にナース・

コールを設けることとされているが、認知症専門棟の療養室に限り

設けなくても差し支えないこと。 
 

３．基準省令第 3 条に定める施設のうち、診察室、機能訓練室、談話

室、食堂、浴室、レクリエーション・ルーム、調理室及び洗濯室は、

介護老人保健施設の認知症専門棟とそれ以外の部分の定員に応じ

て、いずれか又は双方に設置して差し支えないこと。 
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